
事務手引き

ＳＫ健康保険組合



 

は じ め に 

 

 

 ＳＫ健康保険組合の名称変更前である住金関係会社健康保険組合では、加入事業所におけ

る健康保険担当の皆さまの一助となることを目的としまして、昭和５７年９月に「健康保険

の事務手引」を発行いたしました。 

その後、改訂を行いながら今日まで使用しているところです。 

 従来の事務手引きの考え方としましては、法律改正等の影響により改訂の必要が生じた場

合など、迅速な改訂を行えておりませんでした。 

 これらの反省点を踏まえ、組合内で議論を重ね、事務手引きのあり方について、一定の整

理を行い、今回、刷新版の発行に至りました。 

 主な整理点といたしましては、健康保険法をはじめとした各種法令に定められている部分

については、厚生年金保険関係の手続きなどとも共通する部分が多くなることから、一般に

市販されている参考図書を配布させていだだくこととし、刷新版となる今回の事務手引きに

おいては、届出の作成やご提出いただく際の注意点の掲載、ＳＫ健康保険組合の独自の取り

組みなどについての説明に特化したものとなるよう作成を行いました。 

 これにより双方の事務負担の軽減に繋がるものとなるよう、ご活用いただけますことを切

に願います。 

編  者 



改訂履歴

年月日  主な改訂・変更理由 

令和８年８月１日 発行  

 



【正式名】 【略語】

ＳＫ健康保険組合 当組合

他の健康保険組合 他組合

健康保険法 健保法

被保険者等記号・番号または、健康保険の記号・番号 記号・番号

被保険者・被扶養者または、被保険者（被扶養者） 加入者

略語一覧
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マニュアルコード １－１－１－１ 版数 １.０版 更新日 2026/8/1 

タイトル 電子申請について 
申

請 

紙 電子媒体 電子申請 

－ － － 

 

見出し 内容 特記事項 

１． 趣  旨 

 

 

 

 

 

 

２． 種  類 

 

 

 

 

 

 

 

 

３． 注意事項 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）政府が、目指すべきデジタル社会の実現に向け

て、「オンライン手続について、その審査・決

裁・通知までを一貫してデジタルで処理すること

による事務処理の効率化等により、標準処理期間

の短縮を図る。」との方針を掲げる中で、当組合

としても、電子申請の利用を促進しています。 

 

（１） マイナポータル方式 

（令和８年１１月以降に閉鎖予定） 

① 軽微な修正等でも再申請が必要 

② 申請取り下げは、当組合に連絡が必要 

（２） ｅ－Ｇｏｖ方式 

（令和８年１１月以降に使用開始予定） 

① 軽微な修正等について当組合での修正可能 

② 当組合に連絡なしで申請取り下げ可能 

 

（１） 令和２年４月より、資本金１億円を超える特定の

法人は、算定基礎届・月額変更届・賞与支払届の

電子申請が義務化されています。 

（２） 令和８年度中には、マイナポータル方式からｅ－

Ｇｏｖを利用した電子申請に移行するため、現

在、マイナポータル方式で電子申請されている事

業所様は、ｅ－Ｇｏｖ方式への移行のご準備をお

願いします。また、新たに電子申請をご検討され

ている事業所様は、ｅ－Ｇｏｖ方式でのご準備を

お願いします。 

（３） 健康保険組合の電子申請手続きについては、これ

までの人事給与システムがマイナポータルと連携

する仕組みがないと電子申請できませんでした

が、ｅ－Ｇｏｖアプリを使用した申請が可能とな

ります。 

 

 

 

☜セキュリティの確

保やコストと環境

負荷の軽減のた

め、電子申請を是

非ご利用くださ

い。 

 

☜令和８年度中にマ

イナポータル方式

からｅ－Ｇｏｖ方

式に完全移行する

予定です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

☜人事給与システム

については、これ

までどおり電子申

請が可能です。 

 

 

 

 



 

マニュアルコード １－１－１－２ 版数 １.０版 更新日 2026/8/1 

タイトル 電子申請について 
申

請 

紙 電子媒体 電子申請 

－ － － 

 

見出し 内容 特記事項 

４．ｅ－Ｇｏｖ  

の提出先 

 

 

 

 

５． 利用可能な

手続き 

 

 

 

 

 

 

 

 

６．主な照会先 

 

 

（１）識別子 

≪４９６Ｊ７００１５００３０４９６００７７

１６３≫ 

（２）提出先名称 

≪ＳＫ健康保険組合≫ 

 

（１） 令和８年４月現在 

① ＣＳＶ形式届出書総括表 

（資格取得・資格喪失・月額算定・月額変更・ 

賞与支払・被扶養者異動届） 

② 産前産後休業取得申出書・変更（終了）届 

③ 産前産後休業終了時標準報酬月額変更届 

④ 育児休業等取得申出・変更（終了）届 

⑤ 育児休業等終了時標準報酬月額変更届 

⑥ 介護保険適用除外等該当・非該当届 

 

（１） ｅ－Ｇｏｖの使い方、ｅ－Ｇｏｖアカウント 

① 照会先 

 ・ｅ－Ｇｏｖ利用者サポートデスク 

 (https://www.e-gov.go.jp/contact) 

② 概要 

 ・Ｗｅｂフォーム（２４時間受付） 

   受付:２４時間・年中無休 

   回答:原則メール 

 ・電話 ０５０－３７８６－２２２５ 

（２） 人事給与システムについて 

① 照会先 

・使用する（している）人事給与システムのベ 

ンダー 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

☜電子申請に関する照

会対応は準備中 

 

https://www.e-gov.go.jp/contact


 

マニュアルコード １－２－１－１ 版数 １.０版 更新日 2026/8/1 

タイトル 資格取得届 
申

請 

紙 電子媒体 電子申請 

〇 〇 〇 

 

見出し 内容 特記事項 

１． 届出の契機 

 

 

 

 

２． 届出期限 

 

 

３． 記入時の 

注意事項 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４． 電子媒体の 

注意事項 

（１） 健康保険の適用条件を満たしている従業員を採

用したとき 

（２） 健康保険の適用条件を満たしていなかった者が

満たすようになったとき 

 

（１） 事由発生日より５日以内 

（２） 事前提出が可能 

 

（１） 漢字氏名・カナ氏名・生年月日・性別・住民票

住所の５情報が記載されていないものは受付が

行えません。 

（２） 「報酬月額欄」は、資格を取得した月以降に受

ける報酬の額を記入しますが、月の途中採用で

あったとしても、１ヶ月間勤務した場合を想定

した金額を正しく計上してください。 

（３） 「報酬月額の現物欄」は、食事・住宅・通勤定

期券など、通貨以外の現物で支給されたものを

通貨に換算、または時価等をご記入いただくと

ともに、支給がない場合は必ず「０」をご記入

ください。 

 

 

 

 

 

（４） 「報酬月額欄」の合計は必ずご記入ください。 

（５） 個人番号の取り扱いには細心の注意が必要です

ので、入念に確認のうえご記入ください。 

 

 

 

 

（１） 日本年金機構の電子媒体形式（KPFD0006.csv）

のみ受付可能です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

☜時間外手当など見込

額の算入漏れにご注

意ください。 

 

☜食事、住宅について

は、都道府県ごとの

価額が定められてい

ます。（現物給与価額

表は、当組合ホーム

ページの事業所担当

者ページ＞担当者の

お知らせに掲載して

います。） 

 

 

☜家族や他の従業員の

個人番号を記載して

いるケースや誤記入

などが見受けられま

すのでご注意くださ

い。 

 

 

 



 

マニュアルコード １－２－１－２ 版数 １.０版 更新日 2026/8/1 

タイトル 資格取得届 
申

請 

紙 電子媒体 電子申請 

〇 〇 〇 

 

見出し 内容 特記事項 

５．提出時の 

注意事項 

 

（１）定年退職後の再雇用、当組合加入の事業所間で

の同日取得（喪失）者は、紙媒体にてご提出く

ださい。 

（２）資格確認書の発行を希望する場合は、「資格確認

書要否欄」にチェックをしてください。 

（３）資格確認書の発行対象者となる方に、マイナ保

険証の利用登録の勧奨をお願いします。 

（４）記入誤りや、届書の記載内容に漏れがないかご

確認ください。 

 

 

 

 

 

 

 

☜提出した内容に誤り

があり、訂正が必要

なときは、適用事項

訂正届(事業所用)を

ご提出ください。 

(関連１－１２－２) 

 



 

マニュアルコード １－２－２－１ 版数 １.０版 更新日 2026/8/1 

タイトル 健康保険被保険者資格証明書 
申

請 

紙 電子媒体 電子申請 

― ― ― 

 

見出し 内容 特記事項 

１． 証明書発行

の契機 

 

 

 

 

 

２． 有効期間 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３． 記入時の 

注意事項 

 

 

４． 有効期間終

了後の注意

事項 

 

 

（１） マイナ保険証の資格取得更新前や資格確認書が

届く前に受診が必要な新規加入者に対して、当

組合からの発行の承認を受けたときに事業主よ

り交付 

 

 

 

（１） 交付日から原則５日間 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１） 「被扶養者欄」において記入を要しない欄は、

斜線で抹消ください。 

（２） 証明書には必ず事業主印を押印ください。 

 

（１） 被保険者から速やかに回収のうえ、当組合に送

付ください。 

☜当組合が確認等を行

った方に限るため、

急ぎの場合は、当組

合に電話等で発行の

承認を受けてからご

交付ください。 

 

☜自然災害等のやむを

えない事情により、

５日以内にマイナ保

険証の資格取得の更

新ができない場合

や、資格確認書が届

かないことが明らか

な場合のみ、１５日

を限度とします。 

 

 

 

 

 



 

 

マニュアルコード １－２－３－１ 版数 １.０版 更新日 2026/8/1 

タイトル  被保険者２以上事業所勤務所属選択届 
申

請 

紙 電子媒体 電子申請 

〇 ✕ ✕ 

 

見出し 内容 特記事項 

１． 届出の契機 

 

 

 

 

 

 

２． 届出期限 

 

３． 記入時の 

注意事項 

 

 

 

 

 

 

 

 

４． 提出時の 

注意事項 

 

５． その他の 

注意事項 

 

（１） 複数の事業所に使用され、当組合の事業所を選

択するとき 

（２） 選択事業所を変更するとき 

 

 

 

 

（１） 事由発生日より１０日以内 

 

（１） 「報酬月額の現物欄」は、食事・住宅・通勤定

期券など、通貨以外の現物で支給されたものを

通貨に換算、または時価等をご記入ください。 

（２） 「非選択事業所欄」の事業所所在地・担当者電

話番号については、詳細にご記入ください。 

 

 

 

 

 

（１） 記入誤りや、届書の記載内容に漏れがないかご

確認ください。 

 

（１） 保険料は使用される事業所の報酬の合計で算出

した標準報酬月額となり、選択事業所の保険料

率により計算されます。 

（２） 選択事業所の保健事業や付加給付制度のみご利

用いただけます。 

☜当組合の事業所を選

択しない場合は、他

組合または選択事業

所を管轄する年金事

務所に提出してくだ

さい。 

 

 

 

☜食事・住宅について

は、都道府県ごとの

価額が定められてい

ます。（現物給与価額

表は、当組合ホーム

ページの事業所担当

者ページ＞担当者の

お知らせに掲載して

います。） 

 

 

 

 

 

 

 

 



マニュアルコード １－３－１－１ 版数 １.０版 更新日 2026/8/1 

タイトル 被扶養者に該当する条件 
申

請 

紙 電子媒体 電子申請 

－ － － 

 

見出し 内容 特記事項 

１．被扶養者に 

  なれる人の 

  範囲 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．同居の定義 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３．国内居住要

件について 

（１） ７５歳未満である 

（２） 日本国内に居住している 

（３） 被保険者の父母・祖父母等の直系尊属、配偶者

（内縁関係含む）、子（養子含む）、孫および兄

姉弟妹で、主として被保険者の収入によって生

計を維持している 

（４） 被保険者の伯叔父母・甥・姪等の上記（３）以

外の３親等内の親族で、被保険者と同居し、主

として被保険者の収入によって生計を維持して

いる 

 

（１） 「同居」とは、原則として「住民票が同一であ

ること」をいいます。 

 

 

 

 

 

（２） ただし、「住民票が同一」であっても、居所が別

の場合は、別居とみなします。 

（３） やむを得ない理由で被保険者と住民票を別にし

ているが同じ家屋に居住している方に係る申請

は、申立書の提出が必要です。 

 

（１） 「国内居住」とは、「住民票が日本国内にある場

合」をいいます。 

（２） 一定期間海外で生活をしていても、住民票が日

本にある場合は、原則として国内居住と判断し

ます。 

 

 

 

☜被保険者と同居して

いても別居していて

もよいです。 

 

☜当組合ホームページ

の親族図をご参照く

ださい。 

 

 

☜被保険者の単身赴任

のため別居している

配偶者及び子、通学

のため別居している

子と付き添いしてい

る配偶者は、同居と

みなします。 

 

 

 

 



マニュアルコード １－３－１－２ 版数 １.０版 更新日 2026/8/1 

タイトル 被扶養者に該当する条件 
申

請 

紙 電子媒体 電子申請 

－ － － 

 

見出し 内容 特記事項 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４.収入基準 

 

（３） 次の要件に該当する人は日本国内に住所がない

場合でも、例外として取り扱います。 

① 外国において留学する学生、同行する家族 

② 外国に赴任する被保険者に同行する人 

③ 観光・保養・ボランティア活動その他就労

以外の目的での一時的な海外渡航者 

④ 被保険者の海外赴任期間中にその被保険者

と身分関係が生じた人で②と同等と認めら

れる人 

⑤ 上記①～④以外で、渡航目的その他の事情

を考慮して、日本国内に生活の基礎がある

と認められる人 

 

（１） 「年間収入」とは、被保険者・認定対象者とも

に給与、公的年金、その他所得（個人事業、生

命保険の個人年金、配当、不動産収入等）等、

今後１年間に見込まれる収入すべてを合計した

金額（株式譲渡、遺産相続等の一時所得は除

く）をいいます。 

（２） 「主として被保険者により生計を維持してい

る」と認められるのは、原則として認定対象者

の年間収入が「被保険者の年間収入の２分の１

未満」かつ「認定基準以内」である場合です。 

（３） 「認定基準」は、以下の①～③のとおりです。 

① 認定対象者が、１９歳以上２３歳未満（被保険

者の配偶者は除く）の方は、年収１５０万円未

満であること 

② 認定対象者が、①以外の６０歳未満の方は、年

収１３０万円未満であること 

 

③ 認定対象者が、６０歳以上または障害年金受給

者（障害年金の受給要件に該当する程度の障害

者を含む）の方は、１８０万円未満であること 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

☜認定対象者とは、被

扶養者として認定す

る前の状態の方をい

います。 

 

 

 

 

 

 

 

☜月額１２５，０００円

未満（日額４，１６７

円未満） 

☜月額１０８，３３４円

未満（日額３，６１２

円未満） 

☜月額１５０，０００円

未満（日額５，０００

円未満） 

 

 



マニュアルコード １－３－１－３ 版数 １.０版 更新日 2026/8/1 

タイトル 被扶養者に該当する条件 
申

請 

紙 電子媒体 電子申請 

－ － － 

 

見出し 内容 特記事項 

 

 

 

 

 

 

 

５．年収の壁へ

の対応 

 

 

 

 

６．仕送り基準 

 

（４） 上記（２）と（３）に該当していても、被保険

者が主として生計を維持している者であると認

められない場合は、総合的に勘案して被扶養者

として認定しない場合があります。そのため、

配偶者・子以外の被扶養者は、生計維持関係の

条件を満たしているかの判断も行います。 

 

（１） 人手不足等の理由により、いわゆる「年収の

壁」を一時的に超えてしまった場合は、認定対

象者が勤務する事業主が「一時的な収入増」で

あることを証明する書類を提出することで、扶

養認定となる可能性があります。 

 

（１） 被保険者と別居している認定対象者には、以下

の条件を満たす被保険者からの毎月の仕送りと

その証明が必要です。 

 

 

 

 

① 認定対象者の年間収入より多い 

② 認定基準額から認定対象者の年間収入を引いた

金額以上 

 

（２） 定期的かつ継続的な仕送りをしていると客観的

に認められる証明（送金証明）として、毎月の

銀行振込や現金書留の控えが必要になりますの

で、紛失しないよう保管いただくようご指導く

ださい。 

半年分をまとめての仕送りや、現金の手渡しで

は被保険者の仕送りにより生計を維持している

とは認められません。 

 

 

 

 

 

 

 

 

☜関連１－３－６ 

 

 

 

 

 

☜被保険者の単身赴任

のため別居している

配偶者及び子、通学

のため別居している

子と付き添いしてい

る配偶者に対して

は、仕送り不要です。 

 

  



マニュアルコード １－３－１－４ 版数 １.０版 更新日 2026/8/1 

タイトル 被扶養者に該当する条件 
申

請 

紙 電子媒体 電子申請 

－ － － 

 

見出し 内容 特記事項 

 

 

 

 

 

 

７．生計維持の

判断基準 

 

 

 

（３） 別居を始めたばかりで送金証明がない場合は、

１ヶ月以上の実績作成後に申請してください。 

なお、毎年度実施している被扶養者調査（検

認）では、前回認定時から調査までの期間すべ

ての送金証明の添付が必要です。 

 

（１） 配偶者・子以外の方を扶養する場合は、見出し

４．「収入基準」、６.「仕送り基準」の他、「被

保険者と生計維持関係があるか」を確認しま

す。 

※マニュアルコード１－３－１－５～６をご 

確認ください。 

（２） 次のときは表内の✧認定対象者を以下のように

読み替えてください。 

① 被扶養者として加入していて、被扶養者届

（減少用）を届出る可能性のある方：被扶

養者  

② 年１回の被扶養者調査（検認）において、

調査の対象となった方：調査対象者 

（３） 表内の「被保険者世帯」とは、他保険に加入し

ている家族は除く、被保険者とその被扶養者を

いいます。 

（４） 表内の「✧認定対象者世帯」とは、被保険者世

帯を除く、✧認定対象者とその方の扶養義務が

高い続柄の方をいいます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



マニュアルコード １－３－１－５ 版数 １.０版 更新日 2026/8/1 

タイトル 被扶養者に該当する条件 
申

請 

紙 電子媒体 電子申請 

－ － － 

 

【生計維持の判断基準】 

 

 

  

【被保険者と✧認定対象者が同居している】

✧認定対象者の認定基準額 ＞ ✧認定対象者の年収

被保険者の年収

被保険者世帯の人数＋✧認定対象者

✧認定対象者各人の認定基準額 ＞ ✧認定対象者各人の年収

被保険者の年収 ✧認定対象者の世帯年収

被保険者世帯の人数＋✧認定対象者の人数 ✧認定対象者の世帯人数

✧認定対象者の認定基準額 ＞ ✧認定対象者の年収

被保険者の年収

被保険者世帯の人数＋✧認定対象者

被保険者の年収 ＞ ✧認定対象者世帯の各人の年収

✧認定対象者各人の認定基準額 ＞ ✧認定対象者各人の年収

被保険者の年収 ✧認定対象者の世帯年収

被保険者世帯の人数＋✧認定対象者の人数 ✧認定対象者の世帯人数

被保険者の年収 ＞ ✧認定対象者世帯の各人の年収

＞

①　生計費　被保険者以外に「いない」・✧認定対象者「１人」（ひとり親等）

＞ ✧認定対象者の年収

②　生計費　被保険者以外に「いない」・✧認定対象者「複数」（父母等）

④　生計費　被保険者以外に「いる」・✧認定対象者「複数」（父母等）

＞

＞ ✧認定対象者の年収

③　生計費　被保険者以外に「いる」・✧認定対象者「１人」（ひとり親等）



マニュアルコード １－３－１－６ 版数 １.０版 更新日 2026/8/1 

タイトル 被扶養者に該当する条件 
申

請 

紙 電子媒体 電子申請 

－ － － 

    

【被保険者と✧認定対象者が別居している】

✧認定対象者の認定基準額 ＞ ✧認定対象者の年収

被保険者からの送金額 ＞ ✧認定対象者の年収

被保険者からの送金額 ≧ 認定基準額－✧認定対象者の年収

被保険者の年収

被保険者世帯の人数＋✧認定対象者

各　✧認定対象者の認定基準額 ＞ 各　✧認定対象者の年収

被保険者からの送金額 ＞ ✧認定対象者各人の年収

被保険者からの送金額 ≧ ★認定基準額－★✧認定対象者の年収

被保険者の年収 ◆✧認定対象者の世帯年収

被保険者世帯の人数＋✧認定対象者の人数 ◆✧認定対象者の世帯人数

被保険者の送金額 ＞ 他の人の送金額

③　被保険者以外の送金がある場合 （別居の場合の①もしくは②かつ③）

②　✧認定対象者と同居している者「いる」　または　✧認定対象者「複数」

★✧認定対象者が「複数」の場合、✧認定対象者の合計額

◆18歳未満の被保険者の子・養子を除く

＞

①　✧認定対象者と同居している者「いない」・✧認定対象者「１人」　

＞ ✧認定対象者の年収



マニュアルコード １－３－１－７ 版数 １.０版 更新日 2026/8/1 

タイトル 被扶養者に該当する条件 
申

請 

紙 電子媒体 電子申請 

－ － － 

 

見出し 内容 特記事項 

８．自営業者に

ついて 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

９．専従者給与

受給者につ

いて 

（１） 自営業者の年間収入は、確定申告書・収支内訳

書に記載の「総収入額」から「直接的必要経

費」を差し引いた額で審査します。 

（２） 「直接的必要経費」とは、その費用なしに事業

が成り立たない経費のことをいいます。 

一般所得 農業所得 

〇仕入原価 〇小作料・賃貸料 

〇外注工賃 〇種苗費 

△地代家賃 〇素畜費 

〇荷造運賃 〇肥料費 

△水道光熱費 〇飼料費 

△通信費 〇農具費 

〇修繕費 〇農薬衛生費 

※消耗品費 〇諸材料費 

 〇修繕費 

 〇動力光熱費 

 〇荷造運賃手数料 

 〇土地改良費 

〇＝必要経費と認める 

△＝自宅住所と事業所住所が同一の場合は 

  用途混在のため 50％のみ認める 

※＝原則認めないが、収支台帳や領収書等で 

  事実上の必要経費として明らかな場合のみ 

  認める 

（３） 従業員（派遣社員含む）の雇用があり、給与賃

金（専従者給与含む）の支出が認められる場合

は、経営者の立場であることから認定対象外と

します。 

 

（１） 専従者給与を受けている場合は、その給与額を

収入とします。 

 

 

 

 

 

☜左記の表にない科目

は、必要経費として

認めません。 

 



 

マニュアルコード １－３－２－１ 版数 １.０版 更新日 2026/8/1 

タイトル 被扶養者届（増加用） 
申

請 

紙 電子媒体 電子申請 

○ ○ ○ 

 

見出し 内容 特記事項 

１．届出の契機 

 

 

 

２．届出期限 

 

３．事由発生日

の主な例 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４． 認定日につ

いて 

 

（１） 被保険者が家族を扶養に入れるとき 

（２） 被保険者の定年再雇用や事業所間異動の際、既に

認定している被扶養者もあわせて異動するとき 

 

（１） 事由発生日より５日以内 

 

事由 事由発生日 

被保険者の資格取得に伴う

異動 

資格取得日 

子の出生 出生日 

婚姻 婚姻日 

同居要件のある被扶養者と

住居・生計を一にする 

住民票の転入日 

養子縁組 養子縁組日 

退職 退職日の翌日 

雇用条件変更等による 

給与収入減少 

雇用契約日 

失業給付の受給終了 受給終了日の翌日 

個人事業の廃業 廃業日の翌日 

共働き世帯の子の資格異動 被保険者が届出した日 

他被保険者の死亡による 

被扶養者資格喪失 

他被保険者の死亡日の

翌日 

 

（１） 出生児は、事由発生日で認定します。 

（２） 出生児以外で、必要な添付書類が整っていて、か

つ、事由発生日より１ヶ月以内に当組合が受け付

けた場合は、事由発生日で認定します。 

（３） 必要な添付書類が整っていても、事由発生日より

１ヶ月以上経過してから当組合で受け付けた場合

は、当組合での書類受付日で認定します。 

 

 

 

 

 

 

 



 

マニュアルコード １－３－２－２ 版数 １.０版 更新日 2026/8/1 

タイトル 被扶養者届（増加用） 
申

請 

紙 電子媒体 電子申請 

○ ○ ○ 

 

見出し 内容 特記事項 

５．記入時の 

注意事項 

 

 

 

 

 

 

 

６．提出時の 

  注意事項 

（１） 認定対象者の情報については、お間違いのない

ようご注意ください。 

（２） 扶養認定後に情報の登録間違いが判明した場合

は、「適用事項変更届」をご提出ください。 

 

 

 

 

 

（１） 記入内容に抜け・漏れがないかご確認ください。 

（２） 認定対象者の状況を確認のうえ、提出の際は、

必要な添付書類がすべて揃っているかご確認く

ださい。 

 

 

 

☜関連１－１２－３ 

☜間違った情報が登録

されたままになる

と、医療機関等で資

格情報の確認ができ

ません。 

 

 

☜関連１－３－３ 

 

 



 

マニュアルコード １－３－３－１ 版数 １.０版 更新日 2026/8/1 

タイトル 被扶養者届(増加用)の添付書類 
申

請 

紙 電子媒体 電子申請 

○ ○ ○ 

 

見出し 内容 特記事項 

１．添付書類が 

  必要な方 

 

 

 

 

 

２．添付書類に 

  ついて 

 

 

 

 

 

３．追加提出時

の認定日に

ついて 

 

 

 

 

４．その他の取

扱い 

（１） 次のいずれにも該当しない方は、添付書類を提

出ください。 

① 出生した子 

② 被保険者の資格取得に伴う１８歳未満の子 

③ 被保険者の退職後の継続再雇用、当組合内の事

業所間異動に伴う既に扶養済みの被扶養者 

 

（１） 当組合ホームページの「被扶養者認定に必要な

添付書類」をご確認いただき、認定対象者の状

況に該当する書類をご提出ください。 

（２） 提出された添付書類で扶養認定の可否を審査で

きない場合、追加で別の書類の提出を依頼する

ことがあります。 

 

（１） 被扶養者届（増加用）及び「被扶養者認定に必

要な添付書類」が、事由発生日から１ヶ月以内

に到着したものの、当組合での審査中に追加書

類の提出を依頼した場合は、最初の受付日から

１ヶ月以内に追加書類が到着した場合に限り、

事由発生日まで遡って認定いたします。 

 

（１） 退職前の事業主が発行する離職票、ハローワー

クが発行する雇用保険受給者証や受給期間等延

長通知、転居前の自治体で発行する課税（非課

税）証明書等、認定対象者の責によらず発行が

遅延したことにより、事由発生日から１ヶ月を

超えた場合は、上記３と同様の取り扱いとしま

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

☜事由発生日から１ヶ

月以内の提出が不可

能な場合は、「認定対

象者状況届」等の余

白部分にその理由を

必ずご記入くださ

い。 

 



 

マニュアルコード １－３－４－１ 版数 １.０版 更新日 2026/8/1 

タイトル 認定対象者状況届 
申

請 

紙 電子媒体 電子申請 

○ ○ ○ 

 

見出し 内容 特記事項 

１．届出の契機 

 

２．届出期限 

 

３．記入時の 

  注意事項 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４．提出時の 

注意事項 

 

（１） 被保険者が家族を扶養に入れるとき 

 

（１） 事由発生日より５日以内 

 

（１） 「被保険者の年間収入額合計」は、給与・賞与以

外の収入を含めた今後１年間に見込まれる合計金

額をご記入ください。 

（２） 「申請理由」は、被扶養者届（増加用）の「今回

届出の理由」と同じようにご記入ください。 

（３） 「申請前の健康保険」は、届出年月日時点での状

況をご記入ください。 

（４） 「届出年月日以降、１年間で見込まれる収入」

は、該当する箇所すべてにチェックのうえ、収入

がある場合は合計金額をご記入ください。 

（５） 「被保険者の他に扶養する義務がある方がいる」

場合は、該当する方の年間収入合計をご記入くだ

さい。 

（６） 「被保険者と別居している」場合は、その理由を

ご記入ください。 

 

 

 

 

（１） 記入誤りや、記入内容に漏れがないかご確認く

ださい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

☜別居の理由が「進

学」の場合は学生

証等の写し、「その

他」の場合は送金

証明の提出が必要

です。 

 

 



 

マニュアルコード １－３－５－１ 版数 １.０版 更新日 2026/8/1 

タイトル 
自営業者等である家族の申請にかかる 

直接的必要経費の申告書 

申

請 

紙 電子媒体 電子申請 

〇 × × 

 

見出し 内容 特記事項 

１．届出の契機 

 

 

 

 

２．届出期限 

 

３．記入時の 

  注意事項 

 

 

４．提出時の 

注意事項 

 

（１） 被扶養者認定の際に提出された所得税青色申告

決算書、確定申告書（写）等では、扶養認定の

審査ができないとの理由で当組合より提出を求

められたとき 

 

（１） 速やかに 

 

（１） 直接的必要経費として申告できる科目は、当組

合ホームページの「自営業者の被扶養者認定基

準」をご確認ください。 

 

（１） 直接的必要経費として申告する元帳や証憑書類

(請求書・領収書・預金通帳等の写し)がすべて

揃っているかご確認ください。 

（２） 記入誤りや、申告書の記載内容に漏れがないか

ご確認ください。 

 

 

 

 

 

 

 

☜関連１－３－２ 

 

 

 

 

 

☜元帳や証憑書類の提

出がない場合は、被

扶養者として認めら

れません。 

 

 

 

 



 

 

マニュアルコード １－３－６－１ 版数 １.０版 更新日 2026/8/1 

タイトル 
被扶養者の収入確認に当たっての 

「一時的な収入変動」に係る事業主の証明書 

申

請 

紙 電子媒体 電子申請 

〇 × × 

 

見出し 内容 特記事項 

１．届出の契機 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．届出期限 

 

３．記入時の 

  注意事項 

 

４．提出時の 

注意事項 

 

（１） 被扶養者届（増加用）の届出時において、被扶

養者の年間収入が扶養認定基準を超えている

が、人手不足等による「一時的な収入変動」で

あると被扶養者が勤務する事業主が証明すると

き 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１） 速やかに 

 

（１） 被扶養者認定申請時は、「被扶養者」の「被保険

者等記号・番号欄」を空欄でご提出ください。 

 

（１） この証明書を３年連続で提出された場合は、被

扶養者の要件を満たさなくなりますので、被扶

養者届（減少用）をご提出ください。 

（２） 記入誤りや、届書の記載内容に漏れがないかご

確認ください。 

 

☜「一時的な収入変

動」に該当する主な

ケースは、次のとお

りです。 

① 勤務先で他の従

業員が退職や休

職をしたことに

より、対象者の

業務量が増加 

② 勤務先で受注増

加や突発的な大

口案件の発生

等、事業所全体

で業務量が増加 

☜基本給の昇給や、恒

常的な手当が新設さ

れた場合等は、「一時

的な収入変動」とは

認められません。 

 

 

 

 

 

☜関連１－４－１ 

 



 

マニュアルコード １－３－７－１ 版数 １.０版 更新日 2026/8/1 

タイトル 雇用保険の失業給付に係る誓約書 
申

請 

紙 電子媒体 電子申請 

〇 × × 

 

見出し 内容 特記事項 

１．届出の契機 

 

 

２．届出期限 

 

３．記入時の 

  注意事項 

 

４．提出時の 

注意事項 

 

（１） 雇用保険の被保険者となっていた家族が会社を

退職し、被扶養者としての認定申請を行うとき 

 

（１） 速やかに 

 

（１） 退職年月日や事業所名は、離職票等を確認のう

えご記入ください。 

 

（１） 申請者の状況に合った提出書類がすべて揃って

いるかご確認ください。 

（２） 雇用保険の失業給付の給付制限中に扶養認定さ

れた方が失業給付の受給を開始し、支給日額が

収入基準を超えている場合は、速やかに被扶養

者届（減少用）をご提出ください。 

 

 

 

 

 

 

（３） 記入誤りや、届書の記載内容に漏れがないかご

確認ください。 

☜被扶養者届（増加用）

と同時に提出してく

ださい。 

 

 

☜関連１－３－２ 

 

 

 

 

☜関連１－４－１ 

☜被扶養者届（減少用）

の提出がなく、遡っ

て扶養認定の取り消

しをした際に、保険

給付の返還が生じた

場合は当組合に返還

していただくことと

なりますのでご留意

ください。 

 



 

マニュアルコード １－４－１－１ 版数 １.０版 更新日 2026/8/1 

タイトル 被扶養者届（減少用） 
申

請 

紙 電子媒体 電子申請 

〇 ○ ○ 

 

見出し 内容 特記事項 

１． 届出の契機 

 

２． 届出時期 

 

３． 記入時の 

注意事項 

 

 

 

４．主な事由の

内容と削除

年月日 

 

 

 

（１） 被扶養者が認定条件を満たさなくなったとき 

 

（１） その都度 

 

（１） 原則として、「今回の事由発生日欄」が扶養削除

（資格喪失）年月日となりますので、お間違いの

ないようご記入ください。 

（２） 事由発生日が空欄の場合は、届出を返戻します。 

 

事由 削除年月日 

就職等により、健康保険の

被保険者として適用 

資格取得日 

被保険者以外の方の 

被扶養者として認定 

扶養認定日 

被扶養者の死亡 死亡日の翌日 

後期高齢者に該当または 

65歳～74歳で一定の障害

があると認定 

該当日 

労働条件の変更等により 

給与収入が認定基準を超過 

変更された労働条件の 

適用日 

雇用保険の失業給付や各種

手当金の日額が認定基準を

超過 

支給開始日 

公的年金の受給権が発生し

認定基準を超過 

年金の受給権発生日 

年間収入が認定基準を超過 

(人手不足以外の理由) 

認定基準を超過した月

の１日 

被扶養者の結婚により 

生計維持関係がなくなった 

被扶養者の婚姻日 

被保険者の離婚により 

生計維持関係がなくなった 

被保険者の離婚日 

別居している被扶養者に送

金しなくなった 

最終の送金日の 

１ヶ月後 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

☜年間収入とは、過去

の収入ではなく、認

定された日以降の

年間の見込み収入

額のことをいいま

す。 

 

 

 



 

マニュアルコード １－４－１－２ 版数 １.０版 更新日 2026/8/1 

タイトル 被扶養者届（減少用） 
申

請 

紙 電子媒体 電子申請 

〇 ○ ○ 

 

見出し 内容 特記事項 

５．提出時の 

  注意事項 

（１） 必要な添付書類が揃っているか、ご確認くださ

い。 

① 別の健康保険に加入したときは、資格取得

（扶養認定）年月日が記載された証明書の

（写） 

 

 

 

 

 

 

② 当組合が交付した資格確認書、限度額適用

認定証、高齢受給者証、特定疾病療養受療

証がある場合は、該当する証（書） 

 

 

 

 

☜資格確認書または資

格情報のお知らせ、

マイナポータルの資

格確認画面等を添付

ください。 

当組合から資格重複

を通知している場合

は、通知書でも可能

です。 

☜資格確認書、高齢受

給者証を回収できな

い、または滅失した

場合は、資格確認書、

高齢受給者証回収不

能・滅失届を添付く

ださい。 

(関連１－１６－１) 

 



 

マニュアルコード １－５－１－１ 版数 １.０版 更新日 2026/8/1 

タイトル 被扶養者調査 
申

請 

紙 電子媒体 電子申請 

－ － － 

 

見出し 内容 特記事項 

１． 目  的 

 

 

 

 

２． 実施時期 

 

３． 調査内容 

 

 

 

（１） 健康保険の被扶養者となっている方が現在もそ

の状況にあるかどうか、被扶養者の資格を再確

認させていただくことで、保険給付の適正化を

図っています。 

 

（１） 毎年度 

 

（１） マイナンバーを利用した情報連携照会により、

全被扶養者の収入や住所を確認し、当該情報で

は被扶養者としての認定の可否を判断できない

方を対象として調査を行います。 

（２） 調査に係る添付書類・注意事項については、該

当者により異なりますので、該当年度の依頼通

知をご確認ください。 

☜健保法施行規則第 

５０条に基づく調査

です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

マニュアルコード １－６－１－１ 版数 １.０版 更新日 2026/8/1 

タイトル 資格喪失届 
申

請 

紙 電子媒体 電子申請 

〇 〇 〇 

 

見出し 内容 特記事項 

１． 届出の契機 

 

 

 

 

２． 届出期限 

 

３． 記入時の 

注意事項 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４． 提出時の 

注意事項 

 

（１） 被保険者が退職、死亡、７５歳に達した場合や

雇用契約の変更等により健康保険の資格基準を

満たさなくなったとき 

 

 

（１） 事由発生日より５日以内 

 

（１） ６５歳以上７５歳未満の方で障害認定により後

期高齢者医療に該当した場合は、「喪失理由欄」

は６を記入し、資格喪失年月日は認定日の当日

をご記入ください。 

（２） 資格喪失者世帯のうち、届出時点で資格確認書

の発行対象者がいた場合は、「発行有無欄」に

「有」と記入したうえで、回収年月日と返納数

をご記入ください。 

（３） 資格確認書の発行対象者がいない場合は、「発行

有無欄」に「無」をご記入ください。 

 

（１） 資格喪失者世帯のうち、資格確認書、限度額適

用認定証、高齢受給者証、特定疾病療養受療証

の発行対象者がいる場合は、該当する証（書）

を添付ください。 

（２） 滅失等の理由により資格確認書、高齢受給者証

の回収、当組合への返納ができない場合は、「資

格確認書・高齢受給者証退職時回収不能届」を

状況に応じて届出ください。 

（３） 事務負担軽減のため、電子申請または電子媒体

での届出にご協力をお願いします。 

（４） 記入誤りや、届書の記載内容に漏れがないかご 

確認ください。 

☜再雇用や当組合内で

の事業所間の異動の

際も届出は必要で

す。 

 

 

 

 

 

 

 

☜資格確認書が全て未

回収の場合は回収年

月日、返納数欄を空

白にしてください。 

☜回収年月日、返納数

欄を空白にしてくだ

さい。 

 

 

 

 

☜関連１－１６－１ 

 

 

 

 

 

☜訂正が必要なとき

は、適用事項訂正届

(事業所用) を提出

してください。 

(関連１－１２－２) 

 



 

マニュアルコード １－７－１－１ 版数 １.０版 更新日 2026/8/1 

タイトル 賞与支払届 
申

請 

紙 電子媒体 電子申請 

〇 〇 〇 

 

見出し 内容 特記事項 

１．届出の契機 

 

２．届出期限 

 

３．記入時の 

注意事項 

 

 

 

４．提出時の 

注意事項 

 

 

 

 

 

５．その他の 

  注意事項 

（１） 賞与を支払ったとき 

 

（１） 賞与支払日より５日以内 

 

（１）紙で申請する場合で日本年金機構に提出した写

しを使用される場合は、「事業所整理記号欄」に

事業所の記号を、「被保険者整理番号欄」に被保

険者番号を必ずご記入ください。 

 

（１） 事務負担軽減のため、電子申請または電子媒体

での提出にご協力ください。 

（２） 電子媒体で提出する場合は、電子媒体届出書を

添えてご提出ください。 

（３） 記入誤りや、届書の記載内容に漏れがないかご

確認ください。 

 

（１） 転職・転勤等、当組合加入事業所以外の勤務先

での賞与額と合算して、当組合内で健康保険の

上限を超える場合は、「健康保険標準賞与額累計

申出書」の提出が必要です。 

（２） 提出した賞与支払届の内容を訂正等するとき

は、「賞与訂正(取消)届」をご提出ください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

☜関連１－１－１ 

 

☜関連１－１６－３ 

 

 

 

 

☜関連１－７－２ 

 

 

 

☜関連１－７－３ 

 



 

マニュアルコード １－７－２－１ 版数 １.０版 更新日 2026/8/1 

タイトル 健康保険標準賞与額累計申出書 
申

請 

紙 電子媒体 電子申請 

〇 × × 

 

見出し 内容 特記事項 

１．届出の契機 

 

 

 

 

 

２．届出期限 

 

３．記入時の 

注意事項 

 

４．提出時の 

注意事項 

 

 

 

 

 

 

（１） 同一年度内で転勤・転職等、複数の被保険者期

間があり、当組合の被保険者である期間に決定

された標準賞与額の年度累計が上限額の５７３

万円を超える旨の申出が、被保険者よりあった

とき 

 

（１）賞与支払日より５日以内 

 

（１）４月１日から翌年３月３１日に受けた賞与に基

づき決定された標準賞与額をご記入ください。 

 

（２） 記入誤りや、申請書の記載内容に誤りがないか

ご確認ください。 

 

 

 

☜当該申出書を提出し

た後、同一年度内に

賞与が支払われた場

合についても届出が

必要です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

マニュアルコード １－７－３－１ 版数 １.０版 更新日 2026/8/1 

タイトル 賞与訂正（取消）届 
申

請 

紙 磁気媒体 電子申請 

〇 × × 

 

見出し 内容 特記事項 

１．届出の契機 

 

 

２．届出期限 

 

３．記入時の 

注意事項 

 

 

 

 

４．提出時の 

注意事項 

 

 

 

 

 

 

（１） 賞与支払届を訂正するとき 

（２） 賞与支払届を取消すとき 

 

（１） 事由発生後、速やかに提出 

 

（１） 取消の場合、訂正後欄の記入は不要です。 

（２） 日本年金機構に提出した写しを使用される場合

は、「事業所整理番号欄」に事業所の記号を、

「被保険者整理番号欄」に被保険者番号を必ず

ご記入ください。 

 

（１）記入誤りや、届書の記載内容に漏れがないかご確

認ください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



マニュアルコード １－８－１－１ 版数 １.０版 更新日 2026/8/1 

タイトル 算定基礎届 
申

請 

紙 電子媒体 電子申請 

〇 ○ ○ 

 

見出し 内容 特記事項 

１．届出の契機 

 

 

２．届出期限 

 

 

 

 

３．記入時の 

注意事項 

 

 

 

４．提出時の 

注意事項 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１） ４月・５月・６月に支払った報酬をもとに、年

１回、標準報酬月額を決定し直すとき 

 

（２） 毎年７月１０日まで 

 

 

 

 

（１） 届書の作成にあたっては、日本年金機構のホーム

ページに掲載されている算定基礎届事務説明動

画や算定基礎届の記入・提出ガイドブックをご参

照ください。 

 

（１） 事務負担軽減のため、電子申請または電子媒体

での提出にご協力ください。 

 

 

 

 

（２） ８月または９月に随時改定が予定されている被

保険者については、算定基礎届の提出は省略

し、算定基礎届に含まれない「８月・９月随時

改定予定者」をご提出ください。 

（３） 算定基礎届を提出された被保険者のうち、従前

の報酬月額より２等級以上の増減がある被保険

者については、忘れずに「算定基礎届・月額変

更届報酬月額増減理由」も同時にご提出くださ

い。 

（４） ４月～６月の報酬の平均で標準報酬月額を決定

し直すことが「著しく不当であると認める場

合」は、被保険者の同意により、保険者算定(年

間平均)が認められる場合があります。 

（５） 記入誤りや、届書の記載内容に漏れがないかを

ご確認ください。 

 

 

 

☜１０日が土曜日また

は日曜日の場合は、

翌営業日が届出期限

となります。 

 

 

 

 

 

 

☜電子媒体で提出する

場合は、電子媒体届

出書を添えてご提出

ください。 

☜関連１－１－１ 

関連１－１６－３ 

☜関連１－８－３ 

 

 

 

☜関連１－８－４ 

 

 

 

 

☜関連１－８－５ 

 

 

 

 

 



 

マニュアルコード １－８－２－１ 版数 １.０版 更新日 2026/8/1 

タイトル 算定基礎届調査票 
申

請 

紙 電子媒体 電子申請 

〇 × × 

 

見出し 内容 特記事項 

１．届出の契機 

 

 

 

 

２．届出期限 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１） 前回ご提出いただいた算定基礎届調査票の内容

に変更が生じたとき 

（２） 当組合に加入した事業所が初めて算定基礎届を

提出するとき 

 

（１） その都度 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

マニュアルコード １－８－３－１ 版数 １.０版 更新日 2026/8/1 

タイトル 
算定基礎届に含まれない 

８月・９月随時改定予定者 

申

請 

紙 電子媒体 電子申請 

〇 × × 

 

見出し 内容 特記事項 

１．届出の契機 

 

 

 

２．届出期限 

 

 

 

３．記入時の 

注意事項 

 

４．提出時の 

注意事項 

 

５．その他の 

  注意事項 

 

 

 

（１） ８月または９月に随時改定が予定されている被

保険者について、算定基礎届に含めずに提出す

るとき 

 

（１） ７月１０日 

 

 

 

（１） 算定基礎届の届出を省略している被保険者番号、

氏名を記載しているかご確認ください。 

 

（１） 記入誤りや、届書の記載内容に漏れがないかご

確認ください。 

 

（１） 随時改定予定者について、８月または９月の随

時改定の要件に該当した場合は月額変更届を、

随時改定の要件に該当しないことが判明した場

合は算定基礎届を、速やかにご提出ください。 

 

☜関連１－８－１ 

  

 

 

☜算定基礎届の提出時

に添付しご提出くだ

さい。 

 

 

 

 

 

 

 

☜関連１－８－１ 

☜算定基礎届を提出し

た被保険者で、８月

または９月の随時改

定の要件に該当した

場合は、忘れずに月

額変更届を提出くだ

さい。 

 (関連１－９－１) 

 



 

マニュアルコード １－８－４－１ 版数 １.０版 更新日 2026/8/1 

タイトル 算定基礎届・月額変更届 報酬月額増減理由 
申

請 

紙 電子媒体 電子申請 

〇 × × 

 

見出し 内容 特記事項 

１．届出の契機 

 

 

 

 

２．届出期限 

 

 

３．記入時の 

注意事項 

 

 

 

 

 

 

 

 

４．提出時の 

注意事項 

 

 

（１） 算定基礎（定時改定）対象者のうち、従前の報

酬月額より２等級以上増減がある者がいるとき 

（２） 月額変更（随時改定）対象者のうち、従前の報

酬月額より２等級以上減少になる者がいるとき 

 

（１） 算定基礎届または、月額変更届に添付しご提出

ください。 

 

（１） 算定基礎届を提出された方に８月・９月随時改

定予定者が含まれている場合は、「その他増減理

由欄」にご記入ください。 

（２） 固定的賃金や非固定的賃金の増減理由について

は、当組合ホームページに掲載している記載例

を参考にご記入ください。 

 

 

 

 

（１） 記入誤りや、届書の記載内容に漏れがないかを

ご確認ください。 

☜関連１－８－１ 

 

☜関連１－９－１ 

 

 

 

 

 

 

 

 

☜固定的賃金とは、支

給額や支給率が決ま

っているものをいい

ます。例えば、月給・

役付手当・住宅手当

などです。 

 



 

 

マニュアルコード １－８－５－１ 版数 １.０版 更新日 2026/8/1 

タイトル 年間報酬の平均で算定することの申立書 
申

請 

紙 電子媒体 電子申請 

〇 × × 

 

見出し 内容 特記事項 

１．届出の契機 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．届出期限 

 

 

 

３．その他の  

注意事項 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１） 算定基礎届を提出する際に、①～③の要件に該

当したとき 

① 当年４月～６月の３ヶ月間に受けた報酬の月平

均額から算出した標準報酬月額と前年７月～当

年６月までに受けた報酬の月平均額から算出し

た標準報酬月額の間に２等級以上の差が生じた

場合 

② この２等級の差が業務上例年発生することが見

込まれる場合 

③ 被保険者が同意している場合 

 

（１）毎年７月１０日まで 

 

 

 

（１） 提出いただく書類は、「年間報酬の平均で算定す

る申立書」(様式１)以外に、「保険者算定申立に

係る例年の状況、標準報酬月額の比較及び被保険

者の同意等」(様式２)も同時にご提出ください。 

 

 

 

☜支払基礎日数が１７

日未満の月は除きま

す。 

 

 

 

 

 

 

☜算定基礎届を提出す

る際に添付していた

だきます。 

 

☜日本年金機構の様式

を使用する場合は、

様式１のあて先は、

当組合理事長あてと

し、様式２の「事業

所整理記号欄」は事

業所の記号を、「被保

険者整理番号欄」は

被保険者番号をご記

入ください。 

 



 

マニュアルコード １－９－１－１ 版数 １.０版 更新日 2026/8/1 

タイトル 月額変更届 
申

請 

紙 電子媒体 電子申請 

〇 〇 〇 

 

見出し 内容 特記事項 

１．届出の契機 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．届出期限 

 

３．記入時の 

注意事項 

 

 

 

 

４．提出時の 

注意事項 

 

 

（１） 被保険者の報酬が以下の①～③の要件すべてに

該当したとき 

① 昇給または降給等により固定的賃金に変動があ

った 

② 変動月以後、引き続く３ヶ月間の報酬の平均に

より算出した標準報酬月額と従前の標準報酬月

額との間に２等級以上の差が生じた 

③ 変動月以後、引き続く３ヶ月とも支払基礎日数

が１７日（特定適用事業所に勤務する短時間労

働者は１１日） 

 

 

（１） 速やかに 

 

（１） 記入誤りがないか確認のうえご提出ください。 

（２） 紙で申請する場合で日本年金機構に提出した写

しを使用される場合は、「事業所整理記号欄」に

事業所の記号を、「被保険者整理番号欄」に被保

険者番号を必ずご記入ください。 

 

（１） 事務負担軽減のため、電子申請または電子媒体

での提出にご協力をお願いします。 

（２） 電子媒体で提出する場合は、電子媒体届出書を

添えてご提出ください。 

（３） 月額変更届を提出された方のうち、従前の報酬

月額より２等級以上の減少となる方について

は、「算定基礎届・月額変更届報酬月額増減理

由」も同時にご提出ください。 

（４） 記入誤りや、届書の記載内容に漏れがないかを

ご確認ください。 

 

 

 

 

☜報酬には残業手当等

の非固定的賃金も含

みます。  

☜変動月とは、固定的

賃金の変動により支

払われた月のことを

いいます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

☜関連１－１－１ 

 

☜関連１６－３－１ 

 

☜関連１－８－４ 

 



 

マニュアルコード １－９－１－２ 版数 １.０版 更新日 2026/8/1 

タイトル 月額変更届 
申

請 

紙 電子媒体 電子申請 

〇 〇 〇 

 

見出し 内容 特記事項 

５.その他の 

  注意事項 

 

 

（１） 改定前の標準報酬月額と比較して２等級以上の

差が生じる場合でも、固定的賃金が上がったが

残業手当等の非固定的賃金の減少により２等級

以上下がった場合、固定的賃金は下がったが非

固定的賃金の増加により２等級以上上がった場

合などは、対象とはなりません。 

（２） 産前産後休業終了後や育児休業等終了後に短時

間勤務などの理由で休業前より低い賃金で働く

場合、産前産後休業終了時報酬月額変更届等を

提出することで保険料負担を軽減する措置が設

けられています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

☜関連１－１０－２ 

☜関連１－１１－２ 

 



 

マニュアルコード １－１０－１－１ 版数 １.０版 更新日 2026/8/1 

タイトル  産前産後休業取得者申出・変更（終了）届 
申

請 

紙 電子媒体 電子申請 

〇 〇 〇 

 

見出し 内容 特記事項 

１． 届出の契機 

 

 

 

 

２． 届出期限 

 

３． 記入時の 

注意事項 

 

 

 

 

 

 

４． 提出時の 

注意事項 

 

（１） 被保険者が産前産後休業を取得または終了した

とき 

（２） 当組合へ提出した産前産後休業取得者の届出内

容に変更があったとき 

 

（１） 速やかに 

 

（１） 出産前に届出される場合は、「出生児氏名欄」に

「出産予定」とご記入ください。 

（２） 「産前産後休業期間欄」は、届出の契機に対応

した区分にチェックしてください。 

（３） 開始日、終了日の変更による届出の場合は、「産

前産後休業期間欄」の届出済みである取得申出

日もご記入ください。 

 

（１） 記入誤りや、届書の記載内容に漏れがないかご 

確認ください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

マニュアルコード １－１０－２－１ 版数 １.０版 更新日 2026/8/1 

タイトル  産前産後休業終了時標準報酬月額変更届 
申

請 

紙 電子媒体 電子申請 

〇 〇 〇 

 

見出し 内容 特記事項 

１． 届出の契機 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２． 届出期限 

 

３． 記入時の 

注意事項 

 

 

 

 

 

 

 

４． 提出時の 

注意事項 

 

（１） 産前産後休業終了日の翌日が属する月以降３ヶ

月間に受けた報酬の平均額基づき、以下の①～

②の要件を満たしたとき 

① これまでの標準報酬月額と改定後の標準報酬月

額との間に 1等級以上の差が生じた 

② 産前産後休業終了日の翌日が属する月以降３ヶ

月のうち、少なくとも１ヶ月における支払基礎

日数が１７日（特定適用事業所に勤務する短時

間労働者は１１日）以上であった 

 

（１） 速やかに 

 

（１） 「チェック欄」は、内容を必ずご確認のうえ、

□にチェックしてください。 

（２） 「改定要件を伴う月の合計金額欄」は、支払基

礎日数をご確認のうえ、該当の月のみ算入くだ

さい。 

（３） 「改定後の標準報酬月額欄」は、当組合の決定

欄となりますので、記入しないようお願いしま

す。 

 

（１） 記入誤りや、届書の記載内容に漏れがないかご 

確認ください。 

☜被保険者からの申出

によりお届けくださ

い。 

 

 

 



 

マニュアルコード １－１１－１－１ 版数 １.０版 更新日 2026/8/1 

タイトル  育児休業等取得者申出・変更（終了）届 
申

請 

紙 電子媒体 電子申請 

〇 〇 〇 

 

見出し 内容 特記事項 

１． 届出の契機 

 

 

 

２． 届出期限 

 

３． 記入時の 

注意事項 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４． 提出時の 

注意事項 

 

（１） 被保険者が育児休業等を取得したとき 

（２） 当組合へ提出した育児休業者の届出内容に変更

があったとき 

 

（１） 速やかに 

 

（１） 出産前に届出される場合は、「養育する子の氏名

欄」には「出産予定」と記入し、「生年月日欄」

は、出産予定日をご記入ください。 

（２） 「育児休業等期間欄」は、届出の契機に対応し

た区分の□にチェックしてください。 

（３） 開始日・終了日の変更による届出の場合は、取

得申出日欄の届出済みである開始年月日及び終

了(予定)年月日もご記入ください。 

（４） 産後パパ育休を複数回に分割して取得する場合

は、１回目の開始日から複数回後の終了日まで

を「育児休業等期間欄」に記入のうえ、「育休取

得内訳欄」に分割した内容を改めてご記入くだ

さい。 

 

（１） 記入誤りや、届書の記載内容に漏れがないかご 

確認ください。 

 

☜育児休業を延長した

際も終了日変更とし

てお届けください。 

 

 



 

マニュアルコード １－１１－２－１ 版数 １.０版 更新日 2026/8/1 

タイトル 育児休業等終了時標準報酬月額変更届 
申

請 

紙 電子媒体 電子申請 

〇 〇 〇 

 

見出し 内容 特記事項 

１． 届出の契機 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２． 届出期限 

 

３． 記入時の 

注意事項 

 

 

 

 

 

 

 

４． 提出時の 

注意事項 

 

（１） 育児休業等終了日の翌日が属する月以降３ヶ月

間に受けた報酬の平均額基づき、以下の①～②

の要件を満たしたとき 

① これまでの標準報酬月額と改定後の標準報酬月

額との間に１等級以上の差が生じた 

② 育児休業等終了日の翌日が属する月以降３ヶ月

のうち、少なくとも１ヶ月における支払基礎日

数が１７日（特定適用事業所に勤務する短時間

労働者は１１日）以上であった 

 

（１） 速やかに 

 

（１） 「チェック欄」は、内容を必ずご確認のうえ、

□にチェックしてください。 

（２） 「改定要件を伴う月の合計金額欄」は、支払基

礎日数をご確認のうえ、該当の月のみ算入くだ

さい。 

（３） 「改定後の標準報酬月額欄」は、当組合の決定

欄となりますので、記入しないようお願いしま

す。 

 

（１） 記入誤りや、届書の記載内容に漏れがないかご 

確認ください。 

☜被保険者からの申出

によりお届けくださ

い。 

 

 

 

 



 

マニュアルコード １－１２－１－１ 版数 １.０版 更新日 2026/8/1 

タイトル  住民票住所・居所変更（訂正）届 
申

請 

紙 電子媒体 電子申請 

〇 〇 ✕ 

 

見出し 内容 特記事項 

１． 届出の契機 

 

 

 

 

２． 届出期限 

 

３． 記入時の 

注意事項 

 

４． 電子媒体の 

注意事項 

 

 

 

５． 提出時の 

注意事項 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

６． その他の 

注意事項 

（１） 被保険者から、加入者の住民票住所、居所が変更

したとの申し出があったとき 

（２） 当組合へ提出した住民票住所・居所の届出内容に

誤りがあったとき 

 

（１） 速やかに 

 

（１） 当組合ホームページの記入見本を確認のうえ、適

切な箇所にご記入ください。 

 

（１） 住民票住所と居所、それぞれの届出が必要となり

ますのでご注意ください。 

（２） 被保険者のみに限定しており、被扶養者の変更が

生じる場合は、紙での申請をお願いします。 

 

（１） 住所変更により、被扶養者に送金の必要が発生す

る場合や被扶養者の条件から外れることがあるた

め、被扶養者の有無･続柄･別居理由を確実にご確

認いただき、扶養の事実が確認できない場合は、

被扶養者届(減少用)を提出するよう被保険者に指

示してください。 

 

 

 

（２） 記入誤りや、届書の記載内容に漏れがないかご 

確認ください。 

 

（１）４０歳以上６５歳未満の介護保険第２号被保険者

である被保険者が、転勤により日本国内から外国

へ転居した場合又は日本国内に居住するようにな

った場合は、「介護保険適用除外等該当・非該当

届」の提出が必要となるため、当該届書の提出は

不要です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

☜関連１－１６－３ 

 

 

 

 

☜同居が条件の被扶

養者が別居となる

場合は、住民票住

所・居所変更（訂

正）届ではなく、被

扶養者届(減少用)

をご提出くださ

い。 

(関連１－４－１) 

 

 

 

☜関連１－１６－５ 

 



 

マニュアルコード １－１２－２－１ 版数 １.０版 更新日 2026/8/1 

タイトル  適用事項訂正届（事業所用） 
申

請 

紙 電子媒体 電子申請 

〇 ✕ ✕ 

 

見出し 内容 特記事項 

１． 届出の契機 

 

 

 

２． 届出期限 

 

３． 記入時の 

注意事項 

 

 

 

４． 提出時の 

注意事項 

 

（１） 当組合に提出した資格取得届の氏名、報酬月額

などや、資格喪失届の資格喪失年月日などに誤

りがあり訂正が必要となったとき 

 

（１） 速やかに 

 

（１） 被保険者氏名に訂正があった場合は、「被保険者

氏名欄」に訂正後のものをご記入ください。 

（２） 訂正の理由は、詳細にご記入ください。 

（３） 訂正する箇所のみご記入ください。 

 

（１） 資格取得届の訂正の場合で、資格確認書・高齢

受給者証・特定疾病療養受療証・限度額適用認

定証・標準負担額減額認定証の発行対象者がい

る場合は、該当する証（書）を添付ください。 

（２） マイナンバー訂正の場合は、マイナンバーカー

ドの両面の写し、または、マイナンバーが記載

された住民票を添付ください。 

（３） 記入誤りや、届書の記載内容に漏れがないかご確

認ください。 

 

 

 

 

 

 

 

☜氏名訂正の場合は、

姓名の双方をご記入

ください。 

 



 

マニュアルコード １－１２－３－１ 版数 １.０版 更新日 2026/8/1 

タイトル  適用事項変更（訂正）届 
申

請 

紙 電子媒体 電子申請 

〇 ✕ ✕ 

 

見出し 内容 特記事項 

１． 届出の契機 

 

 

 

 

 

 

 

２． 届出期限 

 

３． 記入時の 

注意事項 

 

 

 

 

４． 提出時の 

注意事項 

 

（１） 被保険者から、加入者の氏名・生年月日・性

別・続柄・マイナンバーに変更（訂正）が生じ

たとの申出があったとき 

 

 

 

 

 

（１） 速やかに 

 

（１） 「被保険者欄」は、変更（訂正）後の氏名等を

ご記入ください。 

（２） 「変更・訂正の事項欄」は、変更（訂正）する

箇所のみご記入ください。 

 

 

（１） 資格確認書・高齢受給者証・特定疾病療養受療

証・限度額適用認定証・標準負担額減額認定証

の発行対象者がいる場合は、該当する証（書）

を添付ください。 

（２） 氏名変更等により資格確認書や高齢受給者証・

特定疾病療養受療証の再交付が必要な場合は、

同時に、「資格確認書(再)交付申請書」や「高齢

受給者証・特定疾病療養受療証再交付申請書」

をご提出ください。 

（３） マイナンバー訂正の場合は、マイナンバーカー

ドの両面の写し、または、マイナンバーが記載

された住民票を添付ください。 

（４） 記入誤りや、届書の記載内容に漏れがないかご確

認ください。 

 

☜事業所が提出した資

格取得届・資格喪失

届の内容に誤りがあ

った場合は、適用事

項訂正届(事業所用)

をご使用ください。 

(関連１－１２－２) 

 

 

 

 

 

☜氏名変更の場合は、

姓名の双方をご記入

ください。 

 

 

 

 

 

☜関連１－１３－１ 

 関連１－１３－３ 

 



 

マニュアルコード １－１３－１－１ 版数 １.０版 更新日 2026/8/1 

タイトル  資格確認書（再）交付申請書 
申

請 

紙 電子媒体 電子申請 

〇 ✕ ✕ 

 

見出し 内容 特記事項 

１． 申請の契機 

 

２． 申請期限 

 

３． 記入時の 

注意事項 

 

 

４． 提出時の 

注意事項 

 

（１） 資格確認書の発行を希望するとき 

 

（１） 速やかに 

 

（１） 申請理由は、「申請理由欄」の１～８から選択

し、番号をご記入ください。 

 

 

（１） き損により申請される場合は、き損した資格確

認書を添付してください。 

（２） 滅失した資格確認書が見つかった場合は、交付

日の古い資格確認書をご返納ください。 

（３） 記入誤りや、申請内容に漏れがないかご確認く

ださい。 

 

 

 

 

 

☜申請理由に該当しな

い場合は、交付でき

ません。 

 

 

 

 

 

 



 

マニュアルコード １－１３－２－１ 版数 １.０版 更新日 2026/8/1 

タイトル  資格情報のお知らせ再交付申請書 
申

請 

紙 電子媒体 電子申請 

〇 ✕ ✕ 

 

見出し 内容 特記事項 

１． 申請の契機 

 

 

 

 

 

 

 

２． 申請期限 

 

３． 記入時の 

注意事項 

 

 

 

 

４． 提出時の 

注意事項 

 

（１） 「資格情報のお知らせ」を紛失または、き損し

再交付が必要となったとき 

（２） 氏名が変更となり、変更後の「資格情報のお知

らせ」の交付を希望するとき 

 

 

 

 

（１） 速やかに 

 

（１） 「対象者欄」には、再交付が必要な方のみチェ

ックを入れ、各項目をご記入ください。 

 

 

 

 

（１） き損した「資格情報のお知らせ」の添付は不要

です。 

（２） 記入誤りや、申請内容に漏れがないかご確認く

ださい。 

☜マイナポータルに登 

 録されている「医療

保険の資格情報画

面」を参照できる場

合は、当該画面で代

用可能なため申請は

不要です。 

 

 

 

☜被扶養者のみ再交付 

 が必要な場合は、「対

象者欄」の被保険者

部分は空白にしてく

ださい。 

 

 

 

 

 



 

マニュアルコード １－１３－３－１ 版数 １.０版 更新日 2026/8/1 

タイトル 
 高齢受給者証・特定疾病療養受療証 

再交付申請書 

申

請 

紙 電子媒体 電子申請 

〇 ✕ ✕ 

 

見出し 内容 特記事項 

１． 申請の契機 

 

 

 

２． 申請期限 

 

３． 記入時の 

注意事項 

 

 

 

 

４． 提出時の 

注意事項 

 

（１） 高齢受給者証、特定疾病療養受療証を紛失、き

損したとき 

 

 

（１） 速やかに 

 

（１） 「対象者欄」は、再交付が必要な方のみチェッ

クをし、各項目をご記入ください。 

 

 

 

 

（１） き損により申請される場合は、き損した高齢受

給者証、特定疾病療養受療証を添付ください。 

（２） 滅失した高齢受給者証、特定疾病療養受療証が

見つかった場合は、交付日が古いものを速やか

にご返納ください。 

（３） 記入誤りや、申請内容に漏れがないかご確認く

ださい。 

 

☜マイナ保険証をお持

ちの方は、申請不要

です。 

 

 

 

☜被扶養者のみ再交付 

 が必要な場合は、「対

象者欄」の被保険者

部分は空白にしてく

ださい。 

 

 

 

 

 



 

マニュアルコード １－１４－１－１ 版数 １.０版 更新日 2026/8/1 

タイトル 事業所関係事項届 
申

請 

紙 電子媒体 電子申請 

〇 ✕ ✕ 

 

見出し 内容 特記事項 

１． 届出の契機 

 

 

 

 

 

 

２． 届出期限 

 

 

３． 記入時の 

注意事項 

 

 

 

４． 提出時の 

注意事項 

 

（１） 事業所の名称・所在地・法人番号等に変更・訂正

があったとき 

（２） 事業主の役職・氏名に変更・訂正があったとき 

（３） 事業主代理人の役職・氏名・代理の範囲・住所等

に変更・訂正があったとき 

（４） 当組合に事業所が加入（編入）・脱退するとき 

  

（１） 事由発生日より５日以内 

 

 

（１） 「事業主欄」の証明は、必ず事業主が行ってくだ

さい。(代理の証明は、不可です。) 

 

 

 

（１） 加入事業所が他事業所との経営統合などによる加

入（編入）や加入事業所の脱退の場合は、状況に

より提出いただく書類が異なるため、当組合にお

問い合わせください。 

（２） 記入誤りや、届書の記載内容に漏れがないかご確

認ください。 

 

 

 

 

 

 

 

☜諸変更について

は、速やかに 

 

☜事業主の変更があ

った場合は、変更

後の事業主がお届

けください。 

 

 

 



 

マニュアルコード １－１４－２－１ 版数 １.０版 更新日 2026/8/1 

タイトル  給付金一括受領新規・変更届 
申

請 

紙 電子媒体 電子申請 

○ ✕ ✕ 

 

見出し 内容 特記事項 

１． 届出の契機 

 

 

 

 

 

２． 注意事項 

 

 

 

（１） 当組合の加入事業所となったとき、または、次

の届出内容が変更となるとき 

① 一括受領責任者 

② 受取金融機関 

③ 口座名義・口座番号 

 

（１） 一括受領責任者が変更となった場合は、当組合

へ届出いただく健康保険給付関係書類の「受領

責任者欄」も変更となりますので、ご注意くだ

さい。 

 

 

 

 

 

 

☜関連１－１４－１ 

☜関連４－１－１ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 



 

 



 

マニュアルコード １―１５―２―１ 版数 １.０版 更新日 2026/8/1 

タイトル 預金口座振替依頼書（任意継続） 
申

請 

紙 電子媒体 電子申請 

〇 × × 

 

見出し 内容 特記事項 

１． 届出の契機 

 

 

 

 

 

２． 記入時の 

注意事項 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１） 「任意継続被保険者 資格取得申請書」の「保

険料の納付方法欄」で「口座振替（毎月納付の

み）」を選択したとき 

（２） 「任意継続保険料納付方法変更届」の「保険料

納付方法欄」で「毎月納付」を選択したとき 

 

（１）金融機関へ本書を送付することにより口座振替

の依頼を行うため、書類に不備があると口座振

替の開始が遅れますので、作成には十分ご注意

ください。 

（２）「お届出印欄」について 

①必ず金融機関に登録している印鑑で鮮明に押印 

してください。 

 

②サインを登録している場合は、サインをご記入 

ください。 

（３）金融機関名は短縮せず、正式名称をご記入くだ

さい。 

（４）金融機関種別、預金項目のチェックボックスは

漏れのないよう選択ください。 

（５）振替口座にゆうちょ銀行を指定する場合、通帳

記号・通帳番号のとおりご記入ください。 

 

 

 

（６）口座番号の記入訂正がある場合は、新たな用紙

に記入しなおし、ご提出ください。 

 

 

（７）上記（６）以外の記入訂正がある場合は、二線

により抹消のうえ、必ず金融機関登録印を押印

ください。 

☜関連１―１５－１ 

 

 

☜関連１－１５－５ 

 

 

 

 

 

 

☜印鑑相違・不鮮明で

金融機関からの差戻

しが多く見受けられ

ます。 

 

 

 

 

 

 

☜通帳記号の１桁目が

「０」のもの、また

は通帳番号の末尾が

「１」以外の口座は

指定できません。 

☜口座番号の記入訂正

は、金融機関からの

差戻しの対象となり

ます。 

☜金融機関登録印以外

の訂正印は、金融機

関からの差戻しの対

象となります。 



 

マニュアルコード １―１５―２―２ 版数 １.０版 更新日 2026/8/1 

タイトル 預金口座振替依頼書（任意継続） 
申

請 

紙 電子媒体 電子申請 

〇 × × 

 

見出し 内容 特記事項 

３． よくある質

問・注意点 

（１）口座振替を選択された場合も、口座振替開始ま

で（２～３ヶ月）、「保険料納付書」により保険

料を納付いただきます。 

 

（２）ネット銀行の方は、後日金融機関より預金者様

宛にメールが届きます。メールに記載された手

順に従い預金者様にて設定手続きが必要です。 

☜納付書に記載された

納付期限までに保険

料を納めてくださ

い。 

 

 

 



 

マニュアルコード １－１５－３－１ 版数 １.０版 更新日 2026/8/1 

タイトル 銀行振込依頼書（任意継続） 
申

請 

紙 電子媒体 電子申請 

〇 × × 

 

見出し 内容 特記事項 

１． 届出の契機 

 

 

 

 

２． 記入時の 

注意事項 

 

 

 

３． 提出時の 

注意事項 

（１） 「任意継続被保険者 資格取得申請書」を提出

するとき 

（２） 任意継続被保険者期間中に発生した保険給付費

等の振込先を指定するもの 

 

（１） 被保険者本人の口座をご記入ください。 

（２） 金融機関名は正式名称をご記入ください。 

（３） ゆうちょ銀行を指定する場合は、店番と口座番

号をご記入ください。 

 

（１） チェックボックスの記載漏れが散見されるため

提出前に必ずご確認ください。 

 

☜関連１―１５－１ 

 

 

 



マニュアルコード １－１５－４－１ 版数 １.０版 更新日 2026/8/1 

タイトル 任意継続被保険者 資格喪失申出書      
申

請 

紙 電子媒体 電子申請 

〇 × × 

 

見出し 内容 特記事項 

１． 届出の契機 

 

 

 

 

 

２．届出期限 

 

 

 

 

 

 

 

３．提出時の 

注意事項 

 

 

４.よくある 

質問事項 

 

 

 

 

（１）就職等により他の健康保険の被保険者資格を取

得したとき 

（２）被保険者が死亡したとき 

（３）後期高齢者医療制度の被保険者となったとき 

（４）任意継続被保険者をやめたいとき 

 

（１）上記１．（１）～（３）の場合 

・事由発生後、速やかに 

（２）上記１．（４）の場合 

・喪失希望月の前月中 

 

 

 

 

（１）当組合発行の各種証（資格確認書等）をお持ち

の方は、喪失日以降、速やかにご返却くださ

い。 

 

（１）「資格喪失証明書」について 

① 資格喪失日以降に発行し、普通郵便で送付しま

す。 

（２）保険料について 

① 口座振替の方は、この資格喪失申出書をご提出

いただくことによって、当組合にて口座振替の

停止手続きを行います。 

② 資格喪失月以降の保険料を納付されていた場合

は、後日「還付請求書」を送付します。 

なお、資格取得した日と喪失した日が同月の場

合、その月分の保険料が必要となりますので、

還付はありません。 

 

 

 

 

 

 

 

 

☜当組合必着です。 

前月末日までに到着

しなかった場合は、

喪失月が１ヶ月遅れ

ますので余裕をもっ

てご提出ください。 

☜紛失した場合は届出

が必要です。 

(関連１―１６－１) 

 

☜資格喪失日以前の発

行はできません。 

 

 



 

マニュアルコード １―１５―５―１ 版数 １.０版 更新日 2026/8/1 

タイトル 任意継続保険料納付方法変更届 
申

請 

紙 電子媒体 電子申請 

〇 × × 

 

見出し 内容 特記事項 

１． 届出の契機 

 

 

２． 届出期限 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３． 提出時の 

注意事項 

 

 

 

４． よくある質

問・注意点 

（１） 任意継続加入中に保険料の納付方法を変更した

いとき 

 

納付方法の変更内容 届出期限 

一年前納もしくは 

半年前納（上期）への変更 
２月末日 

半年前納（下期）への変更 ８月末日 

毎月納付への変更 

一年前納もしくは 

半年前納（上期）から

の変更・・・２月末日 

半年前納（下期）から

の変更・・・８月末日 

 

（１） 毎月納付へ変更の場合、「預金口座振替依頼書」

もご提出ください。 

（２） 届出期限を過ぎると次の届出期限まで変更がで

きません。 

 

（１）当組合での処理完了後、変更後の納付書を送付し

ます。 

いずれの場合も、納付書に記載されている納付 

期限までに保険料をお納めください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

☜関連１－１５―２ 

 

 

 

 

☜毎月納付（口座振替）

へ変更された場合で

も、口座振替開始ま

での「保険料納付書」

を送付します。 

 



マニュアルコード １－１６－１－１ 版数 １.０版 更新日 2026/8/1 

タイトル  資格確認書・高齢受給者証 回収不能・滅失届 
申

請 

紙 電子媒体 電子申請 

〇 ✕ ✕ 

 

見出し 内容 特記事項 

１． 届出の契機 

 

 

 

 

２． 届出期限 

 

 

３． 記入時の 

注意事項 

 

 

 

 

４． その他の 

注意事項 

 

（１） 被扶養者届(減少用)や資格喪失届、任意継続被

保険者資格喪失申出書を提出する際に、交付さ

れている資格確認書・高齢受給者証を返納でき

ないとき 

 

（１） 被扶養者届(減少用)や資格喪失届、任意継続被

保険者資格喪失申出書の提出と同時 

 

（１） 「回収不能等の対象者欄」をチェックのうえ、

滅失した対象者のみご記入ください。 

 

（２） 「返納できない理由欄」は、回収できない理由

や滅失した理由を詳細にご記入ください。 

 

（１） 資格確認書や高齢受給者証の回収に向けた働き

かけは、必ず行ってください。 

（２） 届出後、資格確認書や高齢受給者証が回収でき

た場合は、直ちに返納してください。 

☜関連１－４－１ 

関連１－６－１ 

関連１－１５－４ 

 

 

 

 

 

☜続柄は、「子」ではな

く、「長男」「長女」等

とご記入ください。 

 

 



マニュアルコード １－１６－２－１ 版数 １.０版 更新日 2026/8/1 

タイトル 標準報酬月額訂正届 
申

請 

紙 電子媒体 電子申請 

〇 × × 

 

見出し 内容 特記事項 

１．届出の契機 

 

 

 

 

 

 

２．届出期限 

 

３．記入時の 

注意事項 

 

４．提出時の 

注意事項 

 

 

 

 

 

 

（１） 算定基礎届や月額変更届で提出された報酬月額

の内容を訂正するとき 

 

 

 

 

 

（１） 事由発生後、速やかに 

 

（１） 「訂正種別欄」は、必ずどちらかに〇をご記入く

ださい。 

 

（１） 訂正した内容が正しいか確認のうえ、ご提出く

ださい。 

☜資格取得届で提出さ

れた報酬月額の訂正

は、適用事項訂正届

(事業所用)をご使用

ください。 

 (関連１－１２－２) 

 

 

 

 

 



 

マニュアルコード １－１６－３－１ 版数 １.０版 更新日 2026/8/1 

タイトル 電子媒体届出書 
申

請 

紙 電子媒体 電子申請 

〇 ― ― 

 

見出し 内容 特記事項 

１． 届出の契機 

 

２． 届出期限 

 

３． 記入時の 

注意事項 

 

 

 

 

 

４． 提出時の 

注意事項 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５． その他 

 

 

 

（１） 電子媒体により届出されるとき 

 

（１） 各届出にかかる届出期限をご確認ください。 

 

（１） 複数の届書を提出する場合は、ファイル名が同

一のため、提出するファイルごとにフォルダを

作成してください。また、提出される届書ごと

に電子媒体届出書を記入しご提出ください。 

（２） 賞与支払届を提出する場合は、賞与支払総額を

必ずご記入ください。 

 

（１） 当組合の様式（ＫＥＮＰＯＤＴ.ＣＳＶ）で作成

する場合は、当組合ホームページに掲載してい

る「ＣＳＶ様式データ・レコード仕様書」に基

づき作成しご提出ください。 

（２） 個人情報保護の観点から、ファイルまたはフォ

ルダにパスワードを必ず設定し、パスワードの

連絡は、届出データとは別にご提出ください。 

（３） 資格取得届のうち、定年退職後の再雇用・当組

合加入事業所間の同日の喪失取得は、事務処理

の関係上、紙様式による「資格取得届」にて届

出ください。 

 

（１）令和８年１１月を目途に、健康保険組合におけ

るｅ－Ｇｏｖを活用した電子申請環境に移行さ

れます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

☜電子申請をご利用の

場合は、パスワード

の設定は不要です。 

☜関連１－２－１ 

 

 

 

 

☜セキュリティの確

保、手続き時間の短

縮などに向けて、是

非とも電子申請をご

利用ください。 

(関連１－１－１) 

 

 

 



 

マニュアルコード １－１６－４－１ 版数 １.０版 更新日 2026/8/1 

タイトル  基準収入額適用申請書 
申

請 

紙 電子媒体 電子申請 

〇 ✕ ✕ 

 

見出し 内容 特記事項 

１． 申請の契機 

 

 

 

 

 

 

２． 届出期限 

 

３． 記入時の 

注意事項 

 

 

４． 提出時の 

注意事項 

 

（１） 高齢受給者を被保険者とする加入者であって、

３割の高齢受給者証を所持している方のうち該

当期間の収入が基準収入額に満たないことによ

り２割負担としたいとき 

 

 

 

（１） 速やかに 

 

（１） 収入総額は、前年（１月から８月に医療機関を

受診するときは前々年）の所得ではなく、収入

の額をすべてご記入ください。 

 

（１） 収入の種類に合わせて収入額が確認できる書類

を全て添付ください。 

（２） 負担区分は申請があった月の翌月初日からの適

用となりますので、ご注意ください。 

（３） 記入誤りや、届書の記載内容に漏れがないかご

確認ください。 

☜該当期間とは、診療

月が１月～８月まで

は前々年の収入、９

月～１２月までは前

年の収入確認を行う

対象期間のことで

す。 

 

 

 

 

 

 

（参考） 

【高齢受給者の一部負担金の割合】 

  ・７０歳から７４歳の方は、健康保険の高齢受給者となり、その収入によって医療機関の窓口

で支払う一部負担金の割合が異なります。 

７０歳以上の被保

険者の場合 

標準報酬月額が２８万円未満 標準報酬月額が２８万円以上 

２割負担 ３割負担 

７０歳以上の被扶

養者の場合 

被保険者が 

７０歳未満 

被保険者が７０歳以上 

被保険者の標準報酬月額が

２８万円未満 

被保険者の標準報酬月額が

２８万円以上 

２割負担 ２割負担 ３割負担 

 

 【基準収入額】 

  ・７０歳以上の被扶養者を有する場合  ：  ５２０万円未満 

  ・７０歳以上の被扶養者を有しない場合 ：  ３８３万円未満 

    (被保険者の収入が３８３万円以上の方のうち、後期高齢者医療制度の被保険者になったこ

とにより、被扶養者でなくなった方を有する場合は、５２０万円未満) 



 

マニュアルコード １－１６－５－１ 版数 １.０版 更新日 2026/8/1 

タイトル 介護保険適用除外等該当・非該当届 
申

請 

紙 電子媒体 電子申請 

〇 ○ ○ 

 

見出し 内容 特記事項 

１． 届出の契機 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２． 届出期限 

 

３． 記入時の 

注意事項 

 

 

 

 

 

 

４． 提出時の 

注意事項 

 

（１） 被保険者が４０歳になったとき、または６５歳

になったときを除く次の理由により、介護保険

第２号被保険者に該当しなくなった、またはそ

の理由がなくなり該当となったとき 

① 転勤により日本国内から外国へ転居した、ま

たは日本国内に居住するようになった場合 

② 介護保険施設、特定施設等に入所した、また

は退所した場合 

③ 入管法の規定による３ヶ月を超える在留期間

が決定等されていない、または決定等された

場合 

 

（１） 速やかに 

 

（１） 適用除外の理由が「１．国外居住」の場合、該

当・非該当どちらの場合でも、帯同家族がいれ

ば氏名・続柄をご記入ください。 

 

（２） 適用除外の理由が「２．適用除外施設入居者」

の場合は、「入居施設の名称欄」を必ずご記入く

ださい。 

 

（１） 被保険者が外国勤務、または国内勤務が命じら

れ住民票が変更し当該届の提出をした場合、「被

保険者・被扶養者 住所変更届」の提出は、不

要とします。 

（２） 記入誤りや、届書の記載内容に漏れがないかご

確認ください。 

 

☜介護保険第２号被保

険者とは、４０歳以

上６５歳未満の医療

保険加入者をいいま

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

☜続柄は、「子」ではな

く、「長男」「長女」と

いった具体的に続柄

をご記入ください。 

 

 

 

 

 

 

 



 

マニュアルコード １－１６－６－１ 版数 １.０版 更新日 2026/8/1 

タイトル  被保険者区分変更（訂正）届 
申

請 

紙 電子媒体 電子申請 

〇 ✕ ✕ 

 

見出し 内容 特記事項 

１． 届出の契機 

 

 

 

 

 

 

２． 届出期限 

 

３． 記入時の 

注意事項 

 

 

４． 提出時の 

注意事項 

 

５．その他 

（１） 特定適用事業所、または任意特定適用事業所に

おいて、雇用形態が通常の労働者から短時間労

働者に変更、または短時間労働者から通常の労

働者に変更されたとき 

（２） 届出した被保険者区分変更（訂正）届の内容に

誤りがあったとき 

 

（１） 事由発生から５日以内 

 

（１） 「変更後区分欄」は、該当する数字を記入し、

区分が３の訂正の場合は、（ ）内に訂正の理由

をご記入ください。 

 

（１） 記入誤りや、届書の記載内容に漏れがないかご 

確認ください。 

 

（１）通常の労働者と短時間労働者では、標準報酬月

額の定時決定（算定基礎）や随時改定（月額変

更）の際の判断に必要な支払基礎日数に違いが

生じるため、確実に提出してください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

☜支払基礎日数とは、

給与計算の対象とな

る日数のことをいい

ます。 

 



 

マニュアルコード １－１６－７－１ 版数 １.０版 更新日 2026/8/1 

タイトル  健康保険法第１１８条第１項該当（非該当）届 
申

請 

紙 電子媒体 電子申請 

〇 ✕ ✕ 

 

見出し 内容 特記事項 

１． 届出の契機 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２． 届出期限 

 

３． 記入時の 

注意事項 

 

 

 

 

 

 

４． 提出時の 

注意事項 

 

（１） 加入者が少年院・刑事施設・労役場その他これ

らに準ずる施設に収容・拘禁された、または出

所したとき 

 

 

 

 

 

 

 

（１） 事由発生から５日以内 

 

（１） 届書標題の該当・非該当のいずれかを〇で囲ん

でください。 

（２） 「該当不該当年月日欄」は、実際に施設へ収

容・拘禁された日、または施設から出所した日

をご記入ください。 

（３） 「該当不該当の事由欄」には、具体的な施設名

を明記したうえで、理由もご記入ください。 

 

（１） 記入誤りや、届書の記載内容に漏れがないかご 

確認ください。 

☜左記施設に収容・拘

禁された期間は、疾

病・負傷または出産

につき保険給付を行

わないための届出で

あり、原則、任意継

続被保険者を除き、

保険料は発生いたし

ません。 

 



 

マニュアルコード ２－１－１－１ 版数 １.０版 更新日 2026/8/1 

タイトル 療養費支給申請書 
申

請 

紙 電子媒体 電子申請 

〇 × × 

 

見出し 内容 特記事項 

１．申請の契機 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．記入時の 

  注意事項 

 

３．提出時の 

注意事項 

 

４．その他の 

  注意事項 

（１） 医師の指示により、治療用装具を作成・購入し

たとき 

（２） 資格が確認できない状態で医療機関等を受診

し、医療費を全額支払ったとき 

（３） 海外の医療機関等を受診したとき 

（４） 慢性的な疼痛を主訴とする疾病であって、医師

による適当な治療手段がないものとして、は

り・灸を受療したとき 

（５） 筋麻痺・筋萎縮・関節拘縮等、医療上マッサー

ジを必要とする傷病で、あんま・マッサージを

受療したとき 

 

（１） 「被保険者」と「療養をうけた方」が異なる場

合、氏名の書き間違いにご注意ください。 

 

（１） 外傷による申請の場合、「負傷原因報告書」を併

せてご提出ください。 

 

（１） 厚生労働省において算定額に上限が設けられて

いるため、決定額が７割（６歳未満は８割）相

当分とならない場合があります。 

 

☜関連２－１－３～５ 

 

 

 

☜関連２－１－２ 

☜関連２－１－６ 

 

 

☜関連２－１－６ 

 

 

 

 

 

 

☜関連２－２－１ 

 

 

 

 



 

マニュアルコード ２－１－２－１ 版数 １.０版 更新日 2026/8/1 

タイトル 療養費支給申請書（海外療養費） 
申

請 

紙 電子媒体 電子申請 

〇 × × 

 

見出し 内容 特記事項 

１．申請の契機 

 

２．申請時の 

  必要書類 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３．申請時の 

注意事項 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４．提出時の 

  注意事項 

（１） 海外の医療機関等を受診したとき 

 

（１） 医療機関等が歯科以外の場合 

・療養費支給申請書（海外療養費） 

・診療内容明細書（様式Ａ） 

・同意書（様式Ｄ） 

・領収明細書（様式Ｂ） 

（２） 医療機関等が歯科の場合 

・療養費支給申請書（海外療養費） 

・歯科診療内容明細書（様式Ｃ） 

・同意書（様式Ｄ） 

・領収明細書（様式Ｂ） 

 

（１） 日本国内で保険適用になっていない治療にかか

った医療費は支給対象外です。 

（２） 診療内容明細書（様式Ａ）、歯科診療内容明細書

（様式Ｃ）や領収明細書（様式Ｂ）には、日本

語訳を必ず付していただくとともに、翻訳者が

署名し、翻訳者の住所と電話番号を明記くださ

い。 

（３） 診療内容明細書（様式Ａ）、歯科診療内容明細書

（様式Ｃ）や領収明細書（様式Ｂ）は、それぞ

れ 1ヶ月、受診者、医療機関、入院・外来ごと

１枚ずつ、それぞれの医療機関での証明が必要

です。 

（４） 外傷による受診の場合、「負傷原因報告書」をあ

わせてご提出ください。 

（５） 決定となった場合の金額については、日本で診

療を受けられた際の金額計算となること、また

支給決定時の為替レートを用います。 

 

（１） 療養費支給申請書（海外療養費）裏面の注意事

項をお読みいただき、記入誤りや添付書類に漏

れがないか確認のうえご提出ください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

☜関連２－２－１ 

 



 

マニュアルコード ２－１－３－１ 版数 １.０版 更新日 2026/8/1 

タイトル 弾性着衣等 
申

請 

紙 電子媒体 電子申請 

〇 × × 

 

見出し 内容 特記事項 

１．申請の契機 

 

 

 

 

 

２．申請時の 

  必要書類 

 

 

３．申請時の 

  注意事項 

 

 

（１） 医師の指示により、四肢のリンパ浮腫治療のた

めの弾性ストッキング、弾性包帯、弾性スリー

ブ、弾性グローブや慢性静脈不全による難治性

潰瘍治療のための弾性ストッキング、弾性包帯

を購入したとき 

 

（１） 療養費支給申請書（治療用装具） 

（２） 弾性着衣等装着指示書 

（３） 領収書（原本） 

 

（１） １回に申請できるのは、装着部位ごとに２着

（巻）までです。 

（２） 四肢のリンパ浮腫治療のための弾性着衣等は、

前回の購入から６ヶ月以内に再度購入された場

合は申請できません。 

（３） 慢性静脈不全による難治性潰瘍治療のための弾

性着衣等は、１回限りの支給となります。 

（４） 療養費支給申請書（治療用装具）裏面の注意事

項をお読みいただき、記入誤りや添付書類に漏

れがないか確認のうえご提出ください。 

 

☜弾性着衣等とは、弾

性ストッキング、弾

性包帯、弾性スリー

ブ、弾性グローブを

いいます。 

 

 

  

 

 

 

 

☜医師の装着指示日で

はなく、領収日から

起算します。 

 



 

マニュアルコード ２－１－４－１ 版数 １.０版 更新日 2026/8/1 

タイトル 弱視等治療用の眼鏡・コンタクトレンズ 
申

請 

紙 電子媒体 電子申請 

〇 × × 

 

見出し 内容 特記事項 

１．申請の契機 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．申請時の 

必要書類 

 

 

 

 

３．申請時の 

  注意事項 

 

（１） 医師の指示により、小児弱視、斜視及び先天白

内障術後の屈折矯正の治療用として用いる眼鏡

やコンタクトレンズ（以下「治療用眼鏡等」と

いう）を作成したとき 

（２） 医師の指示により、スティーヴンス・ジョンソ

ン症候群及び中毒性表皮壊死症の眼後遺症に係

る輪部支持型角膜形状異常眼用コンタクトレン

ズを作成したとき 

 

（１） 療養費支給申請書（治療用装具） 

（２） 弱視等治療用眼鏡等作成指示書 

（３） 領収書（原本） 

 

 

 

（１） 治療用眼鏡等による治療を行う支給対象者は、

装着日時点で９歳未満の被扶養者です。 

 

 

（２） 領収書の但し書きが「眼鏡代」や「コンタクト

レンズ代」のみでは支給できません。 

（３） 治療用眼鏡等の再作成の申請は、５歳未満は前

回装着日より１年以上、５歳以上は２年以上経

過している場合のみ受付が可能です。 

また、輪部支持型角膜形状異常眼用コンタクト

レンズの再作成の申請は、前回の作成後５年経

過後が必要です。 

（４） 療養費支給申請書（治療用装具）裏面の注意事

項をお読みいただき、記入誤りや添付書類に漏

れがないかご確認のうえご提出ください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

☜治療用眼鏡等の購入

である領収書と判別

できるもの。 

 

☜装着日とは、医師の

作成指示日ではな

く、領収日から起算

します。 

 

 

☜装用期間中に再作成

した場合は、支給対

象外です。 

 



 

マニュアルコード ２－１－５－１ 版数 １.０版 更新日 2026/8/1 

タイトル 靴型装具 
申

請 

紙 電子媒体 電子申請 

〇 × × 

 

見出し 内容 特記事項 

１．申請の契機 

 

２．申請時の 

必要書類 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３．申請時の 

  注意事項 

 

（１） 医師の指示により、靴型装具を作成したとき 

 

（１） 療養費支給申請書（治療用装具） 

（２） 治療用装具製作指示装着証明書 

（３） 領収書（原本） 

（４） 装具の写真（以下の条件を満たすもの） 

① 付属部品も含め、購入したすべての治療用装具

が写っている 

② 治療用装具の全体像が確認できる 

③ 中敷き等、靴に挿入するタイプの装具がある場

合は、靴から外した状態で撮影している 

④ ロゴやタグ（サイズ表記等）がある場合は、ロ

ゴやタグが確認できる 

 

（１） 外傷による申請の場合は、「負傷原因報告書」を

あわせて提出してください。 

（２） 療養費支給申請書（治療用装具）裏面の注意事

項をお読みいただき、記入誤りや添付書類に漏

れがないか確認のうえご提出ください。 

 

 

 

 

 

 

☜靴底や中敷きの裏面 

 も撮影ください。 

 

 

 

 

 

 

☜関連２－２－１ 

 



 

マニュアルコード ２－１－６－１ 版数 １.０版 更新日 2026/8/1 

タイトル はり・きゅう・あんま・マッサージ 
申

請 

紙 電子媒体 電子申請 

〇 × × 

 

見出し 内容 特記事項 

１．申請の契機 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．申請時の 

  必要書類 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３．申請時の 

  注意事項 

（１） 慢性的な疼痛を主訴とする疾病であって、医師

による適当な治療手段がないものとして、は

り・きゅうを受療したとき 

 

 

 

 

（２） 筋麻痺・筋萎縮・関節拘縮等、医療上マッサー

ジを必要とする傷病で、あんま・マッサージを

受療したとき 

 

（１） 療養費支給申請書（はり・きゅう・あんま・マ

ッサージ） 

（２） 領収書（原本） 

 

 

（３） 同意書（原本） 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１） 外傷による申請の場合、「負傷原因報告書」を併

せてご提出ください。 

（２） 療養費支給申請書（はり・きゅう・あんま・マ

ッサージ）裏面の注意事項をお読みいただき、

記入誤りや添付書類に漏れがないか確認のうえ

ご提出ください。 

☜はり・きゅうを受療

しながら、並行して

医療機関で同じ傷病

の診療を受けた場合

は、はり・きゅうの

受療は健康保険扱い

となりません。 

☜疲労回復や慰安目的

などのマッサージは

健康保険の対象とな

りません。  

☜療養費支給申請書

[その２]について

は、施術所で発行さ

れる様式での提出も

可能です。 

☜健康保険を使って継

続して「はり・きゅ

う・あんま・マッサ

ージの施術」を受け

るには、６ヵ月ごと

に文書による同意が

必要です。（変形徒手

矯正術の場合は、１

ヶ月ごと） 

☜関連２－２－１ 

 



 

マニュアルコード ２－１－７－１ 版数 １.０版 更新日 2026/8/1 

タイトル 柔道整復療養費 
申

請 

紙 電子媒体 電子申請 

－ － － 

 

見出し 内容 特記事項 

１． 当組合の 

取り扱い 

 

 

 

 

 

２．受診時の 

  注意事項 

（１） 当組合では、柔道整復療養費は「受領委任制

度」での給付となっています。 

（２） 柔道整復療養費支給申請書の審査等について

は、外部委託しています。 

申請書の内容について、委託機関から加入者宛

に照会文書を送付することがあります。 

 

（１） 疲労性の肩こりや腰痛・リウマチ等の疾病によ

る痛み・脳疾患の後遺症等の慢性病・症状の改

善がみられない長期施術等は、健康保険の適用

となりません。 

（２） 労災・第三者行為による傷病に対し、健康保険

を利用して施術をうけたときの療養費は、医療

機関等での医療費と同様に、求償の対象となり

ます。 

 

 

☜照会文書は、必ずご

回答いただくよう被

保険者に対してご指

導をお願いします。 

 

 

 

 

 

☜関連２－２－１～６ 

 

 



 

マニュアルコード ２－２－１－１ 版数 １.０版 更新日 2026/8/1 

タイトル  負傷原因報告書 
申

請 

紙 電子媒体 電子申請 

〇 ✕ ✕ 

 

見出し 内容 特記事項 

１． 届出の契機 

 

 

 

 

 

 

 

 

２． 記入時の 

注意事項 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３． 提出時の 

注意事項 

 

（１） 負傷により健康保険を使用したとき 

（２） 当組合が届出を求めたとき 

 

 

 

 

 

 

 

（１） 「負傷場所欄」は、住所以外に、公園や道路の

名称などを詳細にご記入ください。 

（２） 「負傷原因欄」は、数字を記入したうえで、「チ

ェック欄」がある場合は、チェックしてくださ

い。 

 

（３） 「負傷状況欄」は、図と負傷に至った状況を詳

細にご記入ください。 

（４） 複数の医療機関で受診した場合は、「治療の経過

欄」にすべての医療機関をご記入ください。 

 

 

 

 

（１） 負傷原因によって合わせてご提出いただく書類

が異なりますので、次頁の負傷原因別提出書類

一覧表をご参照ください。 

（２） 第三者行為の補償終了後の治療に対し、当組合

から届出を求められた場合は、示談書の写しを

同時にご提出ください。 

（３） 記入誤りや、報告書の記載内容に漏れがないか

ご確認ください 

☜同一の負傷原因であ

れば、（１）～（３）

の契機ごとに届出る

必要は、ありません。 

☜関連２－１－１ 

関連２－３－１ 

関連２－６－１ 

関連２－７－１ 

 

 

 

☜「５．その他」の場合

は、（  ）内に負傷

原因を詳細にご記入

ください。 

 

 

☜記入欄が不足し記入

できない場合は、２枚

目の「治療の経過欄」

にご記入いただくよ

うお願いします。 

 

☜関連２－２－２～６ 

 



 

マニュアルコード ２－２－１－２ 版数 １.０版 更新日 2026/8/1 

タイトル  負傷原因報告書 
申

請 

紙 電子媒体 電子申請 

〇 ✕ ✕ 

 

負傷原因別提出書類一覧表 

      提出書類 

負傷原因 

負傷原因報告書 第三者行為に 

よる傷病届 

事故発生状況 

報告書 

念書兼同意書・

誓約書 

人身事故証明書

入手不能理由書 

交通事故証明書 

(原本)※ 

第
三
者
行
為 

交通事故 

(人身事故) 

 

○ 

 

○ 

 

○ 

 

○ 

 

 

 

○ 

交通事故 

(人身事故扱い

ではない) 

 

○ 

 

○ 

 

○ 

 

○ 

 

○ 

 

○ 

交通事故以外 

(けんか等) 

 

○ 

 

○ 

交通事故以外用 

 

 

 

○ 

 

 

 

 

第
三
者
行
為
以
外 

 

交通事故 

 

○ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 

 

交通事故以外 

 

○ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※交通事故証明書は、警察へ届け出られた交通事故の事実を、都道府県の自動車安全運転センターが公

的に証明する書類です。自動車安全運転センターに申請し発行してもらって下さい。 



マニュアルコード ２－２－２－１ 版数 １.０版 更新日 2026/8/1 

タイトル  第三者行為による傷病届（交通事故以外用） 
申

請 

紙 電子媒体 電子申請 

〇 ✕ ✕ 

 

見出し 内容 特記事項 

１． 届出の契機 

 

 

２． 記入時の 

注意事項 

 

 

 

 

 

 

３． 提出時の 

注意事項 

 

 

 

４． その他の 

注意事項 

（１） 交通事故以外の第三者行為により負傷し、健康

保険を使用し治療を受けたとき 

 

（１） 「相手方欄」は、当組合が立替えた医療費を請

求するために必要となりますので、詳細にご記

入ください。 

（２） 「損害賠償欄」は、請求したもの・賠償を受け

たもの、すべてをご記入ください。 

（３） 「保険加入状況欄」は、保険会社の関与がある

場合のみ詳細にご記入ください。 

 

（１） 負傷原因報告書及び念書兼同意書・誓約書を同

時にご提出ください。 

（２） 記入誤りや、届書の記載内容に漏れがないかご

確認ください。 

 

（１） 治療が終了したときや相手方と示談交渉を行う

などの場合は、必ず内容を当組合に申し出てい

ただくよう被保険者にお伝えください。 

 

 

 

 

 

 

 

☜「備考欄」は詳細に

ご記入ください。 

 

 

 

☜関連２－２－１ 

☜関連２－２－４ 

 

 

 

☜示談が成立している

場合は、示談書の写

しを添付ください。 

 



 

マニュアルコード ２－２－３－１ 版数 １.０版 更新日 2026/8/1 

タイトル  第三者行為による傷病届 
申

請 

紙 電子媒体 電子申請 

〇 ✕ ✕ 

 

見出し 内容 特記事項 

１． 届出の契機 

 

 

２． 記入時の 

注意事項 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３． 提出時の 

注意事項 

 

 

 

 

 

 

 

４． その他の 

注意事項 

（１） 交通事故による第三者行為にて負傷し、健康保

険を使用し治療を受けたとき 

 

（１） 「加害者欄」は、当組合が立替えた医療費を請

求するために必要となりますので、詳細にご記

入ください。 

（２） 「自賠責保険欄」の保険会社名・保険契約者氏

名・保険期間・自賠責証明番号は、必ずご記入

ください。 

（３） 「任意保険欄」の保険会社名・取扱店所在地・

電話番号・保険契約者氏名・保険期間・契約番

号・任意対人一括の有無は、必ずご記入くださ

い。 

（４） 自賠責保険や任意保険に未加入の場合は、「保険

会社名欄」に「加入無し」とご記入ください。 

（５） 「治療状況欄」の治療終了日は、可能な範囲で

ご記入ください。 

 

（１） 負傷原因報告書、事故発生状況報告書、念書兼

同意書・誓約書及び交通事故証明書を同時にご

提出ください。 

なお、人身事故扱いでない交通事故の場合は、

人身事故証明書入手不能理由書も同時にご提出

ください。 

（２） 記入誤りや、届書の記載内容に漏れがないかご

確認ください。 

 

（１） 治療が終了したときや相手方と示談交渉を行う

などの場合は、必ず内容を当組合に申し出てい

ただくよう被保険者にお伝えください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

☜関連２－２－１ 

関連２－２－４ 

関連２－２－５ 

関連２－２－６ 

 



 

マニュアルコード ２－２－４－１ 版数 １.０版 更新日 2026/8/1 

タイトル 念書（兼同意書）・誓約書 
申

請 

紙 電子媒体 電子申請 

〇 ✕ ✕ 

 

見出し 内容 特記事項 

１． 届出の契機 

 

 

 

２． 記入時の 

注意事項 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３． 提出時の 

注意事項 

（１） 第三者行為により負傷し、健康保険を使用し治

療を受けたとき 

 

 

（１） 念書（兼同意書）は、当組合の被保険者がご記

入ください。 

（２） 念書（兼同意書）の被害者(当組合の被保険者ま

たは被扶養者)氏名は、当組合の加入者側の過失

の有無に関係なく、被保険者名または被扶養者

名をご記入ください。 

（３） 誓約書は、第三者（相手方）が誓約者としてご

記入ください。 

 

 

 

 

 

 

（１） 記入誤りや記載内容に漏れがないかご確認くだ

さい。 

☜第三者行為による傷

病届の提出書類とし

て必要となります。 

 

 

 

 

 

 

 

☜警察に接触を禁止さ

れている等の理由で

誓約書を提出できな

い場合は、被保険者

にその旨を空白部分

に記入してもらって

ください。 

 



 

マニュアルコード ２－２－５－１ 版数 １.０版 更新日 2026/8/1 

タイトル  事故発生状況報告書 
申

請 

紙 電子媒体 電子申請 

〇 ✕ ✕ 

 

見出し 内容 特記事項 

１． 届出の契機 

 

 

 

２． 記入時の 

注意事項 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３． 提出時の 

注意事項 

（１） 交通事故による第三者行為にて負傷し、健康保

険を使用し治療を受けたとき 

 

 

（１） 「乙（被害者）欄」には、負傷された方のお名

前をご記入ください。 

（２） 同時に提出していただく交通事故証明書で不足

する情報を補う重要な報告書であるためできる

だけ詳しく、正確にご記入ください。 

 

 

 

 

 

 

（１） 記入誤りや、報告書の記載内容に漏れがないか

ご確認ください。 

☜第三者行為による傷

病届の提出書類とし

て必要となります。 

 

 

 

☜「速度欄」の甲車以

外の車は、乙車につ

いてご記入くださ

い。 

なお、甲車の速度等

がわからない場合

は、空白としてくだ

さい。 

 



 

マニュアルコード ２－２－６－１ 版数 １.０版 更新日 2026/8/1 

タイトル  人身事故証明書入手不能理由書 
申

請 

紙 電子媒体 電子申請 

〇 ✕ ✕ 

 

見出し 内容 特記事項 

１． 届出の契機 

 

 

 

 

 

２． 記入時の 

注意事項 

 

 

 

 

 

 

 

 

３． 提出時の 

注意事項 

（１） 交通事故による第三者行為により負傷し、健康

保険を使用し治療を受けたときに、人身事故扱

いの交通事故証明書が入手できないときや交通

事故証明書に負傷者の名前が記載されていない

とき 

 

（１） 人身事故扱いの事故証明書が入手できなかった

理由について、複数に該当している場合は、す

べてに〇をしてください。 

 

 

（２） 交通事故証明書が発行されていない場合、また

は発行されている交通事故証明書に負傷者の名

前がなかった場合に限り、裏面（その２）につ

いてご記入ください。 

 

（１） 記入誤りや、届書の記載内容に漏れがないかご

確認ください。 

☜第三者行為による傷

病届の提出書類とし

て必要となります。 

 

 

 

☜「事故当時者の事情

欄」「その他欄」に〇

をされた場合は、そ

の理由を詳細にご記

入ください。 

☜「当事者欄」は、甲の

欄に加害者、乙の欄

に被害者の情報をご

記入ください。 

 



 

マニュアルコード ２－３－１－１ 版数 １.０版 更新日 2026/8/1 

タイトル 傷病手当金支給申請書 
申

請 

紙 電子媒体 電子申請 

〇 × × 

 

見出し 内容 特記事項 

１．申請の契機 

 

 

２．記入時の 

注意事項 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４．提出時の 

注意事項 

 

 

（１） 被保険者が療養のため労務に服することができ

ず、報酬が得られないとき 

 

（１） 「被保険者記入欄」は、以下のとおりご記入く

ださい。 

① 「申請期間欄」は、歴日数ではなく、実際に傷

病手当金の支給対象として申請される日数をご

記入ください。 

② 「仕事の内容欄」は、職種名のみではなく、実

際に従事している業務内容がわかるよう、具体

的にご記入ください。 

 

 

 

③ 「老齢厚生年金・障害年金・障害手当金を受給

している欄」の障害年金・障害手当金は、傷病

手当金の請求傷病と同一の場合のみご記入くだ

さい。 

（２） 「事業主の証明欄」は、出勤簿又はタイムカー

ド、賃金台帳などと照合して正確にご記入くだ

さい。 

（３） 資格喪失後の継続給付における「受領委任欄」

について 

① 任意継続に加入している場合は、記入不要で

す。 

② 任意継続に加入していない場合は、事業所の名

称・受領責任者の役職・氏名を必ずご記入くだ

さい。 

 

 

（１） 外傷による申請の場合、「負傷原因報告書」を併

せてご提出ください。 

（２） 当該申請書内に医師の意見がない場合は、必要

項目が記載された別紙でもかまいません。 

 

 

 

 

 

☜待機期間に該当する

日は日数に加えてく

ださい。 

☜具体的に、パソコン

入力業務・重量物運

搬・長時間の立ち作

業・車両運転業務な

どとご記入くださ

い。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

☜被保険者の指定口座

へ振込みます。 

☜被保険者資格がある

時と同様に事業所口

座への振込みとなり

ます。 

 

☜関連２－２－１ 



 

マニュアルコード ２－３－１－２ 版数 １.０版 更新日 2026/8/1 

タイトル 傷病手当金支給申請書 
申

請 

紙 電子媒体 電子申請 

〇 × × 

 

見出し 内容 特記事項 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５．その他の 

  注意事項 

 

 

 

 

（３） 老齢厚生年金を受給している場合は、「老齢厚生

年金改定通知書（写）」を添付ください。 

（４） 障害年金を受給している場合は、「障害年金証書

（写）」と「直近の年金改定通知書（写）」を添 

付ください。 

（５） 障害手当金を受給している場合は、「障害手当金

支給決定通知書（写）」を添付ください。 

（６） 記入誤りや、申請書の記載内容に誤りがないか

ご確認ください。 

 

（１） 初回の請求時に前保険者で傷病手当金の支給が

ある場合、当組合から資格取得直後の傷病手当

金請求に伴う調査及び同意書の提出を依頼する

ことがあります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

☜関連２－３－２ 

 



 

マニュアルコード ２－３－２－１ 版数 １.０版 更新日 2026/8/1 

タイトル 傷病手当金申請に伴う調査及び同意書 
申

請 

紙 電子媒体 電子申請 

〇 × × 

 

見出し 内容 特記事項 

１．届出の契機 

 

 

 

 

 

２．記入時の 

注意事項 

 

３．提出時の 

注意事項 

 

 

 

 

 

 

（１） 傷病手当金を初めて申請される被保険者で、前

の保険者において傷病手当金の支給歴がある方

に対して、当組合から提出の依頼を行ったとき 

 

 

 

（１）「保険給付記録にかかる調査書の同意欄」には、

被保険者の印を必ず押印してください。 

 

（１） 記入誤りや、調査及び同意書の記載内容に誤り

がないかご確認ください。 

 

 

 

 

☜取得した個人情報

は、保険給付金の支

給決定の目的以外に

は利用いたしませ

ん。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

マニュアルコード ２－４－１－１ 版数 １.０版 更新日 2026/8/1 

タイトル 出産手当金支給申請書 
申

請 

紙 電子媒体 電子申請 

〇 × × 

 

見出し 内容 特記事項 

１．申請の契機 

 

 

２．記入時の 

注意事項 

 

 

 

 

 

 

 

４．提出時の 

注意事項 

 

 

 

 

 

 

（１） 被保険者が出産のため労務に服することができ

ず、報酬が得られないとき 

 

（１） 資格喪失後の継続給付における「受領委任欄」

について 

① 任意継続に加入している場合は記入不要です。 

 

② 任意継続に加入していない場合は、事業所の名

称・受領責任者の役職・氏名を必ず記入くださ

い。 

 

 

（１） 医師または助産婦の証明欄に記載がない場合、

必要項目が記載された別紙でもかまいません。 

（２） 記入誤りや、申請書の記載内容に漏れがないか

ご確認ください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

☜被保険者の指定口座

にお振込みします。 

☜被保険者資格がある

時と同様に事業所口

座にお振込みしま

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

マニュアルコード ２－５－１－１ 版数 １.０版 更新日 2026/8/1 

タイトル 出産育児一時金支給申請書 
申

請 

紙 電子媒体 電子申請 

〇 × × 

 

見出し 内容 特記事項 

１．申請の契機 

 

  

２．記入時の 

注意事項 

 

 

 

 

 

 

３．提出時の 

注意事項 

 

 

 

 

 

 

（１） 加入者が直接支払制度や受取代理制度を利用せ

ずに出産したとき 

 

（１） 資格喪失後に申請する場合の「申請・受領委任

欄」について 

① 任意継続に加入している場合は記入不要です。 

 

② 任意継続に加入していない場合は、事業所の名

称・受領責任者の役職・氏名を必ず記入くださ

い。 

 

（１） 以下の①～③を添付ください。 

① 出産した医療機関等と取り交わした「直接支払

制度の利用に関する合意文書」の写し 

② 出産費内訳明細書の写し（産科医療補償制度加

入の医療機関で出産した場合は、その旨が明記

されたもの） 

③ 次のア～エのいずれか 

ア 申請書に医師・助産師・市区町村いずれか

の証明書 

イ 出産証明書の写し 

ウ 母子手帳（子の保護者欄と出生届済み証明

書欄）の写し 

エ 住民票 

（２） 海外で出産した場合、以下の①～③を添付くだ

さい。 

① 出生証明書 

② 領収書・領収明細書 

③ 渡航確認書類（パスポートなど） 

（３） 記入誤りや、申請書の記載内容に誤りがないか

ご確認ください。 

 

 

 

 

 

☜被保険者の指定口座

にお振込みします。 

☜被保険者資格がある

時と同様に事業所口

座にお振込みしま

す。   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

☜いずれも翻訳文が必

要です。 

 

 



 

マニュアルコード ２－５－２－１ 版数 １.０版 更新日 2026/8/1 

タイトル 出産育児一時金等内払金支払依頼書 
申

請 

紙 電子媒体 電子申請 

〇 × × 

 

見出し 内容 特記事項 

１．届出の契機 

 

 

 

 

２．記入時の 

注意事項 

 

 

 

 

 

 

３．提出時の 

注意事項 

 

 

 

 

 

 

（１） 加入者が直接支払制度を利用し出産した場合

で、出産費用が出産育児一時金の支給額を下回

ったとき 

 

 

（１） 資格喪失後に申請する場合の「申請・受領委任

欄」について 

① 任意継続に加入している場合は記入不要です。 

 

② 任意継続に加入していない場合は、事業所の名

称・受領責任者の役職・氏名を必ず記入くださ

い。 

 

（１） 以下の①～③を添付ください。 

① 出産した医療機関等と取り交わした「直接支

払制度の利用に関する合意文書」の写し 

② 出産費内訳明細書の写し（産科医療補償制度

加入の医療機関で出産した場合は、その旨が

明記されたもの） 

（２） 記入誤りや、依頼書の記載内容に誤りがないか

ご確認ください。 

 

☜対象者がいる場合、 

当組合より内払金請 

求手続のご依頼通知 

を送付いたします。 

 

 

 

☜被保険者の指定口座

にお振込みします。 

☜被保険者資格がある

時と同様に事業所口

座にお振込みしま

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

マニュアルコード ２－５－３－１ 版数 １.０版 更新日 2026/8/1 

タイトル 出産育児一時金等支給申請書（受取代理用） 
申

請 

紙 電子媒体 電子申請 

〇 × × 

 

見出し 内容 特記事項 

１．申請の契機 

 

 

２．申請期限 

 

３．記入時の 

  注意事項 

 

４．提出時の 

注意事項 

 

 

 

 

 

５．その他の 

  注意事項 

（１） 加入者が、出産前に受取代理制度を利用すると

決めたとき 

 

（１） 出産予定日まで２ヶ月以内 

 

（１）「受取代理人の欄」は、医療機関等に記入を求めて

ください。 

 

（１） 下記①または②の書類を添付ください。 

① 母子手帳（出産予定日の記載欄）の写し 

② 出産予定日まで２ヶ月以内であることを証明す

るもの 

（２） 記入誤りや、申請書の記載内容に誤りがないか

ご確認ください。 

 

（１） 費用総額が出産育児一時金の支給額を下回る場

合は、差額を受取るために、出産後速やかに、

出産育児一時金請求書(受取代理用)をご提出く

ださい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

マニュアルコード ２－６－１－１ 版数 １.０版 更新日 2026/8/1 

タイトル 埋葬料（費）支給申請書 
申

請 

紙 電子媒体 電子申請 

〇 × × 

 

見出し 内容 特記事項 

１．申請の契機 

 

２．記入時の 

注意事項 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３．提出時の 

注意事項 

 

 

 

 

 

 

（１） 加入者が死亡したとき 

 

（１） 被保険者死亡の場合の「申請・受領委任欄」

は、法定相続人の氏名と続柄をご記入くださ

い。 

（２） 埋葬費として申請する場合、埋葬に要した費用

と埋葬年月日をご記入ください。 

（３） 資格喪失後に申請される場合の「受領委任欄」

について 

 

 

 

① 任意継続に加入している場合、記入不要です。 

② 任意継続に加入していない場合、事業所の名

称・受領責任者の役職・氏名を必ず記入くださ

い。 

  

 

（１） 死亡の原因が外傷による申請の場合、「負傷原因

報告書」を併せてご提出ください。 

（２）任意継続や資格喪失後の死亡にかかる申請の場

合、死亡に関する公的証明書の写しを添付して

ください。 

（３）埋葬費請求の場合、死亡に関する公的証明書の

写しと埋葬費にかかった費用の領収書を添付し

てください。 

（４） 記入誤りや、申請書の記載内容に誤りがないか

ご確認ください。 

 

 

 

 

 

 

 

☜被保険者の資格喪失

後に被扶養者が死亡

した場合は、家族埋

葬料は支給されませ

ん。 

 

☜被保険者資格がある

時と同様に事業所口

座にお振込みしま

す。 

 

☜関連２－２－１ 

 

 

 

 

 

 

 



 

マニュアルコード ２－７－１－１ 版数 １.０版 更新日 2026/8/1 

タイトル 移送費支給申請書 
申

請 

紙 電子媒体 電子申請 

〇 × × 

 

見出し 内容 特記事項 

１．届出の契機 

 

 

 

 

２．提出時の 

注意事項 

 

 

 

 

 

 

（１） 病気・けがで移動が困難な加入者が、医師の指

示で一時的・緊急的に療養を受けるために医療

機関に移送されたとき 

 

 

（１） 医師の証明欄に記載がない場合、必要項目が記

載された別紙でもかまいません。 

（２） 領収書は原本を添付ください。 

（３） 記入誤りや、申請書の記載内容に誤りがないか

ご確認ください。 

 

 

 

 

☜医師の指示があって

も緊急的と認められ

ない場合は、支給し

ません。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

マニュアルコード ２－８－１－１ 版数 １.０版 更新日 2026/8/1 

タイトル 高額療養費 
申

請 

紙 電子媒体 電子申請 

－ － － 

 

見出し 内容 特記事項 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

 

 

 

 

 

これまでの高額療養費は、自動払いのため申請

は不要でしたが、令和８年８月の法律改正に伴っ

て新設された年間上限を超えた部分については、

一旦、医療機関の窓口でご負担いただき、当組合

に申請してお支払いするか、申請不要で自動払い

とするかは、当組合で決定し、改めてご案内いた

します。 



 

マニュアルコード ２－９－１－１ 版数 １.０版 更新日 2026/8/1 

タイトル 
限度額適用認定申請書兼 

標準負担額減額認定申請書 

申

請 

紙 電子媒体 電子申請 

〇 × × 

 

見出し 内容 特記事項 

１．届出の契機 

 

 

 

 

 

 

２．提出時の 

注意事項 

 

 

 

３．その他の 

  注意事項 

 

 

（１） マイナ保険証を保有していない方が、医療機関

等の窓口でのお支払いが高額になると見込まれ

るとき 

（２） オンライン資格確認を導入していない医療機関

等を利用し、医療機関等の窓口でのお支払いが

高額になると見込まれるとき 

 

（１） 被保険者が申請できない場合は、被保険者の事

業所が代理申請することが可能です。 

（２） 記入誤りや、申請書の記載内容に誤りがないか

ご確認ください。 

 

（１）限度額適用認定証・標準負担額減額認定証が不

要になった場合は、ご返却ください。 

    

 

☜マイナ保険証を保有

していない方への登

録勧奨をお願いしま

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

☜未回収者に対し、発

行管理簿を送付し、

督促しますので、必

ず回収してくださ

い。 

 



 

マニュアルコード ２－９－２－１ 版数 １.０版 更新日 2026/8/1 

タイトル 特定疾病認定申請書 
申

請 

紙 電子媒体 電子申請 

〇 × × 

 

見出し 内容 特記事項 

１．届出の契機 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．提出時の 

注意事項 

 

３．その他の 

  注意事項 

 

 

 

（１） 長期にわたって高額な医療費が必要となる特定

疾病に罹患し、特例扱いをうけるとき 

 〈特例扱い対象疾病〉 

① 血漿分画製剤を投与している先天性血液凝固第

Ⅷ因子障害または先天性血液凝固Ⅸ因子障害 

② 人工腎臓を実施している慢性腎不全 

③ 抗ウイルス剤を投与している後天性免疫不全症

候群（ＨＩＶ感染を含み、厚生労働大臣の定め

る者にかかるものに限る） 

 

（１） 記入誤りや、申請書の記載内容に誤りがないか

ご確認ください。 

 

（１） 特定疾病療養受領証が不要になった場合は、返却

ください。 

 

☜マイナ保険証のご登

録をいただいている

方は、オンライン上

で認定状況の確認が

可能となったことか

ら、特定疾病療養受

領証の発行は行いま

せん。 

 

 

 

 

 

☜未回収者に対し、発

行管理簿を送付し、

督促しますので、必

ず回収してくださ

い。 

 



 

マニュアルコード ２－９－３－1 版数 １.０版 更新日 2026/8/1 

タイトル 高額医療費資金貸付金申込書 
申

請 

紙 電子媒体 電子申請 

〇 × × 

 

見出し 内容 特記事項 

１．届出の契機 

 

 

 

 

２．提出時の 

注意事項 

 

 

 

 

 

 

（１） マイナ保険証を保有していない方が、健康保険

限度額適用認定申請を利用せず、高額療養費の

支給を受ける見込みがある場合で、医療費の貸

付を希望するとき 

 

（１） 「高額医療費借用証書」および「医療費請求書〔高

額医療費貸付事業用〕」を添付ください。 

（２） 被保険者が市町村民税非課税者および生活保護

を認定されている場合は、その事実が明らかにな

る公的な書類を添付ください。 

（３） 記入誤りや、申込書他の記載内容に誤りがないか

ご確認ください。 

 

☜マイナ保険証への登

録または限度額適用

認定申請の推奨をお

願いします。 

 

☜「高額医療費借用証

書」の金額欄は記入

せずにご提出くださ

い。 

 

 

 

 

 

 

 



 

マニュアルコード ２－１０－１－１ 版数 １.０版 更新日 2026/8/1 

タイトル 一部負担還元金・家族療養費付加金 
申

請 

紙 電子媒体 電子申請 

－ － － 

 

見出し 内容 特記事項 

１． 内 容 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．請求方法 

 

３．支給額 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４．その他 

   

（１） 一部負担還元金は、被保険者の疾病または負傷

に関する保険診療において、窓口で支払った自

己負担額に一定の額を控除して給付する健康保

険組合独自の保険給付制度です。 

（２） 家族療養費付加金は、被扶養者の疾病または負

傷に関する保険診療において、窓口で支払った

自己負担額に一定の額を控除して給付する健康

保険組合独自の保険給付制度です。 

 

（１） 自動払いのため、請求は不要です。 

 

（１） 診療報酬明細書又は調剤報酬明細書各１件(医療

機関の処方箋に基づき薬局で薬剤の支給が行わ

れた場合は、診療報酬明細書と調剤報酬明細書

とを合算して 1件とみなす。)について、加入者

が支払った一部負担金の額（高額療養費・合算

高額療養費・公費に相当する額を除く。）から、

以下の金額を控除した額を支給します。 

① 診療月の標準報酬月額が５０万円以下の場合 

 ・４０，０００円 

② 診療月の標準報酬月額が５３万円以上の場合 

 ・７０，０００円 

（２） 上記（１）で算出した額が１，０００円未満の

場合は支給いたしません。 

（３） 上記（１）で算出した額に１００円未満の端数

があるときは切り捨てます。 

 

（１） お支払は、診療(調剤)報酬明細書の受領月にな

りますが、診療(調剤)報酬明細書の受領は、診

療(調剤)月より最短でも２ヶ月かかりますので

ご了知ください。 

（２） お支払先は、ご登録いただいている事業所の口

座に毎月１回お振込みします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

☜診療(調剤)報酬明細

書が月遅れで当組合

に到着する場合もご

ざいます。 

 

 

 

 



 

マニュアルコード ２－１０－１－２ 版数 １.０版 更新日 2026/8/1 

タイトル 一部負担還元金・家族療養費付加金 
申

請 

紙 電子媒体 電子申請 

－ － － 

 

見出し 内容 特記事項 

 （３） 事業所へのお知らせは、「健保給付金支払月報

（Ｂ）」及び「健保給付金個人別支払明細表」に

てご確認ください。なお、同封します「給付金

等支給決定通知書」は開封せずに、被保険者に

お渡しください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

☜お支払時期の関係

上、退職された被保

険者の分も送付とな

る場合がございます

ので、ご対応方よろ

しくお願いいたしま

す。 

 



 

マニュアルコード ２－１０－２－１ 版数 １.０版 更新日 2026/8/1 

タイトル 合算高額療養費付加金 
申

請 

紙 電子媒体 電子申請 

－ － － 

 

見出し 内容 特記事項 

１． 内 容 

 

 

 

 

 

２．請求方法 

 

３．支給額 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４．その他 

   

（１） 保険診療において、同一月に加入者が支払った

自己負担額を世帯で合算することによる高額療

養費の支給を受けることができる被保険者に対

して、支払った自己負担額に一定額を控除して

給付する健康保険組合独自の制度です。 

 

（１） 自動払いのため、請求は不要です。 

 

（１） 各診療月において、被保険者もしくは被扶養者

が療養に要する費用の一部として支払った一部

負担金の額から、合算高額療養費・公費の額を

控除して得た額に被保険者またはその被扶養者

１人につきそれぞれ、以下の金額を控除した額

を支給します。 

① 診療月の標準報酬月額が５０万円以下の場合 

 ・４０，０００円 

② 診療月の標準報酬月額が５３万円以上の場合 

 ・７０，０００円 

（２） 上記（１）で算出した額が１，０００円未満の

場合は支給いたしません。 

（３） 上記（１）で算出した額に１００円未満の端数

があるときは切り捨てます。 

 

（１） お支払は、診療報酬明細書の受領月になります

が、診療報酬明細書の受領は、診療(調剤)月よ

り最短でも２ヶ月かかりますのでご了知くださ

い。 

（２） お支払先は、ご登録いただいている事業所の口

座に毎月１回お振込みします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

☜診療報酬明細書が月

遅れで当組合に到着

する場合もございま

す。 

 

 

 

 

 

 

 



 

マニュアルコード ２－１０－２－２ 版数 １.０版 更新日 2026/8/1 

タイトル 合算高額療養費付加金 
申

請 

紙 電子媒体 電子申請 

－ － － 

 

見出し 内容 特記事項 

 （３） 事業所へのお知らせは、「健保給付金支払月報

（Ｂ）」及び「健保給付金個人別支払明細表」に

てご確認ください。なお、同封します「給付金

等支給決定通知書」は開封せずに、被保険者に

お渡しください。 

 

 

☜お支払時期の関係

上、退職された被保

険者の分も送付とな

る場合がございます

ので、ご対応方よろ

しくお願いいたしま

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

マニュアルコード ２－１０－３－１ 版数 １.０版 更新日 2026/8/1 

タイトル 
訪問看護療養費付加金・ 

家族訪問看護療養費付加金 

申

請 

紙 電子媒体 電子申請 

－ － － 

 

見出し 内容 特記事項 

１． 内 容 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．請求方法 

 

３．支給額 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４．その他 

   

（１） 訪問看護療養費付加金は、被保険者の疾病ま

たは負傷により訪問看護療養費の訪問看護の対

象となり、支払った自己負担額（利用料）に一

定額を控除して給付する健康保険組合独自の制

度です。 

（２） 家族訪問看護療養費付加金は、被扶養者の疾

病または負傷により家族訪問看護療養費の訪問

看護の対象となり、支払った自己負担額（利用

料）に一定額を控除して給付する健康保険組合

独自の制度です。 

 

（１） 自動払いのため、請求は不要です。 

 

（１） 訪問看護療養費明細書１件について、厚生労働

大臣の告示により算定した額から訪問看護療養

費に相当する額(高額療養費が支給される場合に

あっては、訪問看護療養費に相当する額に高額

療養費に相当する額を加えて得た額)を控除して

支払った自己負担額(公費を除く)から、以下の

金額を控除した額を支給します。 

① 診療月の標準報酬月額が５０万円以下の場合 

 ・４０，０００円 

② 診療月の標準報酬月額が５３万円以上の場合 

 ・７０，０００円 

（２） 上記（１）で算出した額が１，０００円未満の

場合は支給いたしません。 

（３） 上記（１）で算出した額に１００円未満の端数

があるときは切り捨てて支給します。 

 

（１） お支払は、訪問看護療養費明細書の受領月にな

りますが、訪問看護療養費明細書の受領は、診

療月より最短でも２ケ月かかりますのでご了知

ください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

☜訪問看護療養費明細

書が月遅れで当組合

に到着する場合もご

ざいます。 

 

 



 

マニュアルコード ２－１０－３－２ 版数 １.０版 更新日 2026/8/1 

タイトル 
訪問看護療養費付加金・ 

家族訪問看護療養費付加金 

申

請 

紙 電子媒体 電子申請 

－ － － 

 

見出し 内容 特記事項 

 

 

 

 

 

   

（２） お支払先は、ご登録いただいている事業所の口

座に毎月１回お振込みします。 

（３） 事業所へのお知らせは、「健保給付金支払月報

（Ｂ）」及び「健保給付金個人別支払明細表」に

てご確認ください。なお、同封します「給付金

等支給決定通知書」は開封せずに、被保険者に

お渡しください。 

 

 

☜お支払時期の関係

上、退職された被保

険者の分も送付する

場合がございますの

で、ご対応方よろし

くお願いいたしま

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



マニュアルコード ３－１－１－１ 版数 １.０版 更新日 2026/8/1 

タイトル 
疾病予防各種健診（検診）補助金請求書 

（被保険者・被扶養者・任意継続者用） 

申

請 

紙 電子媒体 電子申請 

〇 × × 

 

見出し 内容 特記事項 

１．補助の対象 

 

 

 

２．対象者 

 

 

 

 

 

 

３．利用回数 

 

４．補助金の 

支給限度額 

 

 

 

 

５．添付書類 

 

 

 

 

 

６．請求にあた

っての注意

事項 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）人間ドック等の各種健診（検診）（以下「人間ド

ック等」という） 

（２）乳がん検診 

 

（１） 人間ドック等 

① ３０歳以上の加入者で、検診日において当組合

の健康保険の資格を有している方 

（２） 乳がん検診 

① ３０歳以上の女性の加入者で、検診日において

当組合の健康保険の資格を有している方 

 

（１）年度内に１回限り 

 

（１） 人間ドック等 

① ３０歳～４９歳・・・２５，０００円 

② ５０歳以上・・・・・３０，０００円 

（２） 乳がん検診 

① ５，０００円 

 

（１）領収書（原本） 

 

 

 

 

 

（１）当組合が指定・契約を行っている健診（検診）の

実施機関はございません。ご利用される方が直接

医療機関等でお申込みをいただき、受診してもら

ってください。 

（２）補助金の請求は、「疾病予防各種健診（検診）補助

金請求書（被保険者・被扶養者・任意継続者用）」

に被保険者が必要事項を記入のうえ、事業所を通

じて当組合へご請求いただきますようお願いしま

す。 

（３）女性の加入者で、同時に乳がん検診を受診されて

いる場合は、１枚の請求書に併せてご記入いただ

いて結構です。 

（４）提出にあたっては、記載内容に不備がないかな

ど、入念な確認をお願いします。 

（５）領収書に次の記載がない場合には、補助金の対象

外となりますのでご注意ください。 

① 受診された方のフルネームがないもの。 

② 人間ドック、乳がん検診や健診であることが判 

断できないもの。 

 

 

 

 

 

☜年度（４月１日～翌

年３月３１日）の途

中で、３０歳到達と

なる方もご利用いた

だけます（乳がん検

診も同様）。 

 

 

☜支給限度額を超えた

部分については自己

負担となります（乳

がん検診も同様）。 

 

 

☜請求書内の「病院等

証明欄」に証明を受

けている場合は、領

収書の添付は不要で

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

☜「委任事項欄」の記

載漏れが散見される

ため特にご注意くだ

さい。 

 

 

 

 



マニュアルコード ３－１－１－２ 版数 １.０版 更新日 2026/8/1 

タイトル 
疾病予防各種健診（検診）補助金請求書 

（被保険者・被扶養者・任意継続者用） 

申

請 

紙 電子媒体 電子申請 

〇 × × 

 

見出し 内容 特記事項 

 

 

 

 

 

 

 

 

７．よくある 

質問・ 

注意点 

（６）「特定健康診査を未受診の被扶養者で、人間ドック

等を受診したことにより検査項目を満たした方」

は、検査結果データを組合にご提出いただくこと 

で「特定健康診査を受診扱い」にすることができ

ます。当組合は、被扶養者の特定健康診査の受診

率が極めて低く、受診率を上げることが喫緊の課

題でもあるため、ご協力をお願いします。 

 

（１）保険診療（健康保険対象）による検査は、補助

金の対象外となります。 

（２）補助金の請求は年度内に 1回限りとなるため、

会社のオプション健診等で補助金請求される際

は、対象者の意思を十分ご確認ください。 

（３）労働安全衛生法に規定されている健診（雇入れ

時・定期・特定業務従事者等）は、会社に義務

付けられた法定健診です。これに該当するもの

は、補助金の対象外となります。 

（４）補助金の請求は年度内に 1回限りとなるため、

請求される際は対象者の意思を十分にご確認く

ださい。 

（５）市区町村等が実施している健診など、自己負担

額が発生しているものについては、補助金の対

象とします。 

（６）「レディースドック」や「婦人健診」など、医療

機関が行っている女性固有の健診の中に「乳が

ん検診」が含まれている場合がありますが、乳

がん検診補助金は、乳がん検診に要した費用部

分が不明な場合は対象外となります。 

  (例えば、５０歳以上の加入者の場合) 

① レディースドック（３０，０００円）【内訳欄

等に「マンモグラフィ検査５，５００円」の記

載あり】５，０００円（上限）が補助可能金

額。残りの２４，５００円は、「人間ドック利

用補助金」としてご請求も可能です。 

② レディースドック（３０，０００円）【内訳欄

等に乳がん検診に関する記載なし】当補助金の

対象外。３０，０００円の全てを「人間ドック

利用補助金」としてご請求いただくことは可能

です。 

☜「検診結果データ」

をお送りいただく際

は、「特定健康診査受

診券」も併せてご送

付願います。 

 

 

 

 

 

☜当組合に対し、「自ら

受診した人間ドック

が請求できない」な

どの相談を受ける場

合がありますので、

ご配慮願います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

マニュアルコード ３－１－２－１ 版数 １.０版 更新日 2026/8/1 

タイトル 
疾病予防各種健診（検診）補助金請求書 

（事業主実施用） 

申

請 

紙 電子媒体 電子申請 

〇 × × 

 

見出し 内容 特記事項 

１．補助の対象 

 

 

 

２．対象者 

 

 

 

 

 

 

３．利用回数 

 

４．補助金の 

支給限度額 

 

 

 

 

５．添付書類 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

６．請求にあた

っての注意

事項 

 

 

 

 

 

（１）人間ドック等の各種健診（検診）（以下「人間ド

ック等」という） 

（２）乳がん検診 

 

（１） 人間ドック等 

① ３０歳以上の加入者で、検診日において当組合

の健康保険の資格を有している方 

（２） 乳がん検診 

① ３０歳以上の女性の加入者で、検診日において

当組合の健康保険の資格を有している方 

 

（１）年度内に１回限り 

 

（１） 人間ドック等 

① ３０歳～４９歳・・・２５，０００円 

② ５０歳以上・・・・・３０，０００円 

（２） 乳がん検診 

① ５，０００円 

 

（１）領収書（写し可） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）人間ドック用疾病予防各種健診補助金内訳書

（実施者名簿） 

（３）乳がん検診用疾病予防各種健診補助金内訳書

（実施者名簿） 

 

 

（１）事業所側で、人間ドック等または乳がん検診の

費用を医療機関等に支払った後にご請求くださ

い。 

（２）人間ドック等と併せて乳がん検診を実施し、請

求される場合は、請求書１枚で構いません。 

（３） 提出にあたっては、記載内容に不備がないかなど、

入念な確認をお願いします。 

 

 

 

 

 

 

☜年度（４月１日～翌

年３月３１日）の途

中で、３０歳到達と

なる方もご利用いた

だけます（乳がん検

診も同様）。 

 

 

 

☜支給限度額を超えた

部分については自己

負担となります（乳

がん検診も同様）。 

 

 

☜請求書内の「病院等

の証明欄」に証明を

受けている場合は、

領収書の添付は不要

です。 

振込等で領収書が無

い場合は、「ＷＥＢ

支払により振込確定

済となっている経理

確証の写し」を添付

してください。 

☜項目が全て含まれて

いれば、独自に作成

された「内訳書」を添

付いただいても構い

ません（乳がん検診

も同様）。 

 

 

 

☜「内訳書」について

は、「人間ドック用」

と「乳がん検診用」を

それぞれ作成し添付

ください。 

 



 

マニュアルコード ３－１－２－２ 版数 １.０版 更新日 2026/8/1 

タイトル 
疾病予防各種健診（検診）補助金請求書 

（事業主実施用） 

申

請 

紙 電子媒体 電子申請 

〇 × × 

 

見出し 内容 特記事項 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

７．よくある 

質問・ 

注意点 

 

 

 

 

 

（４）労働安全衛生法に規定されている健診（雇入れ

時・定期・特定業務従事者等）は、会社に義務

付けられた法定健診です。 

これに該当するものは、補助金の対象外となり

ます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）「内訳書」の作成誤りが見受けられます。 

(よくあるケースの例) 

① Ｅｘｃｅｌで作成した場合のコピー＆ペースト

の誤り 

② 定年再雇用等により「被保険者番号」が変更に

なっているにもかかわらず、以前の番号をその

まま使用されているケース 

（２）本請求は、事業所が主体となって実施した検診

を対象としてください。 

 

 

 

☜「内訳書」に記入い

ただく「健診料金

（円）欄」は、人間

ドック等の対象とな

る金額のみとしてく

ださい。 

なお、法定健診分が

含まれる領収書であ

る場合は、補助金請

求額分が確認できる

書類も併せてご提出

ください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

☜加入者が自ら受診し

自身で支払いしたも

のは、「被保険者・

被扶養者・任意継続

者用」でご請求くだ

さい。 

 (関連３－１－１) 

 



 

マニュアルコード ３－２－１－１ 版数 １.０版 更新日 2026/8/1 

タイトル 
インフルエンザ予防接種補助金支給申請書 

（被保険者・被扶養者・任意継続者用） 

申

請 

紙 電子媒体 電子申請 

〇 × × 

 

見出し 内容 特記事項 

１．対象者 

 

 

２．利用回数 

 

 

３．補助金の 

支給限度額 

 

 

４．添付書類 

 

５．請求にあた

っての注意

事項 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

６．よくある質

問・注意点 

（１）接種日において、当組合の健康保険の資格を有

している加入者全員が対象となります。 

 

（１）年度内に１回限り 

（２）１３歳に到達するまでは２回 

 

（１）３，０００円 

ただし、上記２．（２）の場合は、２回の合計金

額が６，０００円 
 

（１）領収書（原本） 

 

（１） 領収書に次の記載がない場合は、補助金の対象

外となりますのでご注意ください。 

① 予防接種を受けた方の氏名（フルネーム） 

 

 

 

 

② インフルエンザの予防接種代であることが確認

できる旨の記載 

③ 接種日 

④ 医療機関名 

⑤ インフルエンザ予防接種の単価 

（２）２回接種を行わなかった方については、請求書

内の「２回目の接種日欄」を斜線等により抹消

ください。 

（３）提出にあたっては、記載内容に不備がないかな

ど、入念な確認をお願いします。 

 

 

 

（１）補助金の請求は、年度内に接種予定のご家族分

が終わった時点にまとめてご請求ください。 

（２）上記５．（１）の全ての内容が確認できる場合

は、海外でのインフルエンザ予防接種について

も補助金の対象となります。 

 

 

 

 

 

 

☜上限金額を超えた部

分については自己負

担となります。 

 

 

 

☜領収書で①～⑤の内

容が確認できない場

合は、明細書（原本）

や接種済証明書（写

し可）等、①～⑤の内

容が確認できる書類

も添付してください。 

☜医療機関で「インフ

ルエンザ」と手書き

で追記する場合は、

医療機関担当者の押

印が必要です。 

 

 

 

☜「委任事項欄」の記

載漏れが散見される

ため特にご注意くだ

さい。 

 

 

 

☜日本語の記載がない

場合は、翻訳書類等

の添付をお願いしま

す。 

 



 

マニュアルコード ３－２－２－１ 版数 １.０版 更新日 2026/8/1 

タイトル 
インフルエンザ予防接種補助金支給申請書 

（事業主実施用） 

申

請 

紙 電子媒体 電子申請 

〇 × × 

 

見出し 内容 特記事項 

１．対象者 

 

 

２．利用回数 

 

 

３．補助金の 

支給限度額 

 

 

４．添付書類 

 

 

 

 

 

 

５．請求にあた

っての注意

事項 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

６．よくある質

問・注意点 

（１）接種日において当組合の健康保険の資格を有し

ている加入者全員が対象となります。 

 

（１）年度内に１回限り 

（２）１３歳に到達するまでは２回 

 

（１）３，０００円 

ただし、上記２．（２）の場合は、２回の合計金

額が６，０００円 
 

（１）領収書（写し可） 

（２）インフルエンザ予防接種補助金 内訳書（実施者

名簿） 

 

 

 

 

（１） 本申請書は、インフルエンザ予防接種に要した

費用を事業所がまとめて支払った場合に提出い

ただくものとなります。 

（２） 領収書に次の記載がない場合は、補助金の対象

外となりますのでご注意ください。 

① 事業所名および接種を受けた人数 

② インフルエンザの予防接種代であることが確認

できる旨の記載 

③ 接種日 

④ 医療機関名 

⑤ インフルエンザ予防接種の単価 

（３） 提出にあたっては、記載内容に不備がないかな

ど、入念な確認をお願いします。 

 

（１） 「内訳書」の作成誤りが見受けられます。 

（よくあるケースの例） 

① Ｅｘｃｅｌで作成した場合のコピー＆ペースト

の誤り 

② 定年再雇用等により「被保険者番号」が変更に

なっているにもかかわらず、以前の番号をその

まま使用されているケース 

（２） 本請求は、事業所が主体となって実施した検診

を対象としてください。 

 

 

 

 

 

 

 

☜上限金額を超えた部

分については自己負

担となります。 

 

 

☜項目が全て含まれて

いれば、独自に作成

された「内訳書」を添

付いただいても構い

ません。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

マニュアルコード ３－３－１－１ 版数 １.０版 更新日 2026/8/1 

タイトル 
禁煙チャレンジ申込書（禁煙宣言書） 

禁煙治療費補助金申請書（禁煙チャレンジ） 

申

請 

紙 電子媒体 電子申請 

〇 × × 

 

見出し 内容 特記事項 

１．対象者 

 

２．利用回数 

 

３．支給条件 

 

 

 

 

 

 

 

 

４．補助金の 

支給限度額 

 

５．請求にあた

っての注意

事項 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）当組合の被保険者（任意継続者は除く） 

 

（１）年度内に１回限り 

 

（１）禁煙外来を実施している医療機関において健康

保険の適用条件に該当し、禁煙治療プログラム

（原則１２週間）の５回の診療を終了し、終了

までの間、継続禁煙を達成した場合 

 

 

 

 

 

（１）禁煙治療プログラム中に禁煙治療に要した費用

（自己負担分）の７割相当額 

 

（１） 禁煙チャレンジ申込書の提出 

① 禁煙外来を実施している医療機関を受診いただ

き、受診後１週間以内に、本申込書に必要事項

を記入のうえ、事業所を通じて当組合へご提出

ください。 

② 禁煙見届け人は、禁煙チャレンジ者を応援して

くれる非喫煙者で、健康保険担当者（産業医等

も含む）あるいは職場の直属の上司に限らせて

いただきます。 

（２）禁煙治療費補助金申請書の提出 
① 禁煙治療プログラムに基づく禁煙外来の受診を

終了され、禁煙を達成された方は、本申請書に

禁煙見届け人に禁煙達成の署名を受け、必要事

項を記載し事業所を通じて当組合へご提出くだ

さい。 
② 本申請書には、禁煙治療に要した「領収書」及

び「診療明細書」の原本を添付ください。 
 

 

 

 

 

 

☜禁煙治療プログラム

を自己都合により途

中でやめた場合や禁

煙治療プログラムを

５回受診したものの

禁煙達成できなかっ

た場合は、補助対象

外となります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

マニュアルコード ３－４－１－１ 版数 １.０版 更新日 2026/8/1 

タイトル 
メンタルサポート補助金支給申請書 

（事業主実施用） 

申

請 

紙 電子媒体 電子申請 

〇 × × 

 

見出し 内容 特記事項 

１．補助金の 

概要 

 

 

２．補助の対象 

 

 

 

 

 

 

３．利用回数 

 

４．補助金の 

支給額 

 

５．添付書類 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１） 事業所の主催により、被保険者を対象としたメ

ンタルヘルスに関する研修会や講演会を実施さ

れた場合に費用の一部を補助するもの。 

 

（１） 会場・設備等の借料 

（２） 講師派遣料 

（３） お茶代（コーヒー等） 

 

 

 

 

（１） 年度内に１回限り 

 

（１） 補助の対象となり支払われた費用の半額 

 

 

（１） 開催要領等事業開催を証しとする資料 

（２） 費用の内訳（明細）が確認できる請求書（写

し）又は領収書（写し） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

☜通常の研修会内でメ

ンタルヘルスに関す

る講演会を実施した

場合は、「① 会場・

設備等の借料」は対

象外となります。 

 

 

 

 

 

 

☜研修会･講演会実施

計画表・プログラム

等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

マニュアルコード ３－５－１－１ 版数 １.０版 更新日 2026/8/1 

タイトル 郵送式自己検診（がん検診・歯周病検診） 
申

請 

紙 電子媒体 電子申請 

－ － － 

 

見出し 内容 特記事項 

１．概要 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．検診項目 

及び対象者 

 

 

 

 

３．利用上限 

 

 

４．検査機関 

 

 

 

 

５．よくある質

問・注意点 

がんや歯周病の予防、早期発見を目的とした手軽で

簡単にできる検診です。 

ご自宅で検体を採取し、検査機関にお送りいただく

だけで手軽に検査いただけるものです。 

毎年１０月上旬頃ご自宅あてにご案内をお送りさせ

ていただいております。 

お申込方法など詳細につきましては、ご案内時に同

封されているパンフレットをご確認ください。 

 

検診項目 対象者 

大腸がん・肺がん・ピロリ菌・

子宮頸がん（女性のみ） 

３０歳以上の被保険者

及び被扶養者 

歯周病・ 

前立腺がん（男性のみ） 

４０歳以上の被保険者

及び被扶養者 

 

対象者であれば、上記２．の検診項目全て受診いた

だけます。 

 

メスプ細胞検査研究所 

〒６０４－０８２７ 

京都府京都市中京区高倉通二条下ル瓦町５５０ 

メスプビル２階 

 

（１）当組合の加入者以外のご家族等はご利用いただ

けませんのでご注意ください。 

（２）検診の申し込みを行ったものの、検体を検査機

関へ期限までに送付いただけなかった場合、検

査キット代等の費用をご負担いただく場合があ

ります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

☜当該年度の３月３１

日に対象年齢に達す

る方までが対象者と

なります。 

 

 

 

 

 

 

 



 

マニュアルコード ３－６－１－１ 版数 １.０版 更新日 2026/8/1 

タイトル Ｐｅｐ Ｕｐ（ペップアップ） 
申

請 

紙 磁気媒体 電子申請 

－ － － 

 

見出し 内容 特記事項 

１．Ｐｅｐ Ｕｐ

の概要 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．対象者 

 

３．Ｐｅｐ Ｕｐ 

の登録方法 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４．主な機能 

 

 

 

 

 

Ｐｅｐ Ｕｐとは、『健康に関するポータルサイト』

であり、これを活用することにより個人の健康管理や

健康増進に貢献・寄与することが期待できる「パーソ

ナル・ヘルス・レコードサービス」（民間ＰＨＲ）で

す。 

 【事業者：株式会社ＪＭＤＣ】 

 

 

 

 

（１） 当組合の被保険者 

 

（１） 登録手順 

① Ｐｅｐ Ｕｐのホームページまたはアプリからメ

ールアドレス・パスワードを設定してください。 

② 登録されたメールアドレスあてに「本人確認コー

ド」と生年月日を入力するためのＵＲＬが記載さ

れたメールが届きます。 

③ ＵＲＬを開いていただき、初回登録通知に記載さ

れた「本人確認コード」と生年月日を入力すると

登録完了となります。 

④ ホームページまたはアプリから①で設定したメー

ルアドレス・パスワードを入力し、ログインして

ください。 

 

（２） 「本人確認コード」について 

① 登録に必要な「本人確認コード」は初回登録通知

に記載されています。 

② 初回登録通知を紛失された場合の取扱いは７．

（１）①をご確認ください。 

③ 新たに被保険者となられた方への初回登録通知

の送付は、資格取得日から２～３ヶ月程度かかり

ます。 

 

（１） 健診結果閲覧と健康年齢の確認 

① 過去５年間の健診結果が閲覧でき、その健診結

果と性別、実年齢をもとに「健康年齢（ＪＭＤ

Ｃ独自の指標」を算出して表示されます。 

（２） 重症化予防通知 

① 健康診断結果から生活習慣病の悪化が懸念され

る方で、レセプトから医療機関への受診が確認

できない場合にお知らせが届きます。 

☜パーソナルレコード

サービスとは、個人

の健診結果など、健

康に関するデータを

安全に、且つ効率よ

く整理することで、

健康管理の質を高

め、個人の日々の健

康をサポートする仕

組みです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

☜初回登録通知は当組

合から各事業所あて

送付しますので、従業

員の方へ配布願いま

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

☜健診結果を当組合に

提供いただいた方の

み対象となります。 

なお、健診結果の閲

覧は、健診結果を当

組合に提供いただい

てから２ヶ月程度か

かります。 

 



 

マニュアルコード ３－６－１－２ 版数 １.０版 更新日 2026/8/1 

タイトル Ｐｅｐ Ｕｐ（ペップアップ） 
申

請 

紙 磁気媒体 電子申請 

－ － － 

 

見出し 内容 特記事項 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５．当組合主催 

  のイベント

等 

 

 

 

 

６．ポイントイン

センティブ 

（Ｐｅｐ 

ポイント） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３） ジェネリック医薬品差額通知 

① いつも利用されているお薬をジェネリック医薬

品に替えた場合、どれだけ安くなるか確認いた

だけます。 

（４） 健康記事 

① 健康に関する様々な記事をご覧いただけます。 

（５） ｅラーニング 

① 女性の健康 

② ロコモティブシンドローム 

③ 健康保険の基本 

（６） 日々の記録 

① 体重、体脂肪、血圧、歩数、睡眠時間、心拍な

どを記録することができます。 

 

（１） ウォーキングラリー 

① 令和８年度は秋ごろ開催 

 

（２） 日々の記録チャレンジ 

① 体重 

② 血圧 

 

（１） 初回登録ポイント 

① 令和８年１２月３１日までにＰｅｐ Ｕｐの登

録を行うと５００ポイントが付与されます。 

（２） 当組合主催のイベント等に参加いただくことに

より、ポイントが付与されます。 

① ウォーキングラリー   ⇒３００ポイント 

② 日々の記録（体重・血圧）⇒１日各１ポイント 

（３） Ｐｅｐ Ｕｐ（株式会社ＪＭＤＣ）からのポイン

ト付与 

① ふれんどウォーク 

・１日５,０００歩   １ポイント 

・１日８,０００歩   ２ポイント 

・１日１０,０００歩  ３ポイント 

② 健康記事 

・健康記事を読んで評価すると１ポイント付与 

されます。 

（４） ポイントの交換 

① ポイントは、Ｐｅｐ Ｕｐホームページまたは

アプリ内で、商品や電子マネーに交換可能で

す。 

（５） ポイントの失効 

① ポイント付与から３年以内にポイント交換され

ない場合、獲得されたポイントが失効しますの

でご注意ください。 

 

 

 

 

 

 

☜令和８年度の教材で

あり、年度によって

内容が変更となる場

合があります。 

 

 

 

 

☜毎年度、開催の時期

をお知らせします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

☜令和８年８月１日 

時点の内容となりま

す。 

 

 

 

 



 

マニュアルコード ３－６－１－３ 版数 １.０版 更新日 2026/8/1 

タイトル Ｐｅｐ Ｕｐ（ペップアップ） 
申

請 

紙 磁気媒体 電子申請 

－ － － 

 

見出し 内容 特記事項 

 

 

 

 

 

７．事業所管理

機能 

 

 

 

 

 

 

 

８．その他 

（６） 被保険者資格喪失後のポイントについて 

① 資格喪失日から９０日が経過すると、アカウン

トが喪失し、獲得したポイントも喪失しますの

で、ご注意ください。 

    

（１） 主な事業所管理機能 

 

 

① Ｐｅｐ Ｕｐ登録状況及び本人確認コードの確

認 

② ウォーキングラリーの設定 

③ おしらせ配信 

④ 日々の記録の確認 

 

（１）Ｐｅｐ Ｕｐの使用方法及びポイント交換などに

関するお問い合わせについては、Ｐｅｐ Ｕｐカ

スタマーサポートへお問い合わせください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

☜本機能の開放には別

途覚書の締結が必要

となります。 

☜従業員の方が初回登

録通知を紛失された

場合は、事業所にお

いて本人確認コード

をお伝え願います。 

 

☜Ｐｅｐ Ｕｐホームペ

ージの下部「お問い

合わせ」及びＰｅｐ 

Ｕｐアプリの「その

他」＜「ヘルプ・各種

手続き」＜「お問い合

わせ」からお進みく

ださい。 

 

 



 

マニュアルコード ３－７－１－１ 版数 １.０版 更新日 2026/8/1 

タイトル 特定健康診査・特定保健指導 
申

請 

紙 電子媒体 電子申請 

－ － － 

 

見出し 内容 特記事項 

１． 目  的 

 

 

 

 

 

 

 

 

２． 特定健康診

査の実施方

法 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１） 「特定健康診査・特定保健指導」は、メタ

ボリックシンドロームに着目した「特定健

康診査」によって生活習慣病のリスクを早

期に発見し、その内容を踏まえて運動習慣

や食生活等といった生活習慣を見直すため

の「特定保健指導」を行い、内臓脂肪を減

少させるなど、生活習慣病の予防・改善に

つなげることを目的としています。 

 

（１） ４０歳以上の被保険者(任意継続被保険者を除

く。)は、事業所が実施する定期健康診断の結果

を当組合に提出することにより、特定健康診査

を受診したとみなします。 

（２） ４０歳以上の被扶養者と任意継続被保険者に対

しては、特定健康診査受診券をご自宅に送付

し、特定健康診査の受診を促します。 

① 特定健康診査受診券を利用した場合、健診費用

の自己負担はありません。 

② 特定健康診査の未受診者で人間ドック等を受診

したことにより、疾病予防各種健診（検診）補

助金請求書を申請する場合、健診結果のすべて

の写しに特定健康診査受診券を添付していただ

き申請ください。健診結果に特定健康診査の項

目が含まれている場合、特定健康診査を受診さ

れたことになります。 

③ 被扶養者がパート先等で事業所の定期健診を受

けた場合、健診結果のすべての写しに特定健康

診査受診券を添付し当組合にご提出ください。

健診結果に特定健康診査の項目が含まれている

場合、特定健康診査を受診されたことになりま

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

☜当組合への提出は、

ＸＭＬデータでご提

供ください。 

 

 

 

 

 

 

☜関連３－１－１ 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 



 

マニュアルコード ３－７－１－２ 版数 １.０版 更新日 2026/8/1 

タイトル 特定健康診査・特定保健指導 
申

請 

紙 電子媒体 電子申請 

－ － － 

 

見出し 内容 特記事項 

３． 未受診者に

対する受診

勧奨につい

て 

 

 

 

 

 

 

４． ４０歳未満

の被保険者

について 

 

 

 

 

５． 特定保健指

導とは 

 

 

（１） 特定健康診査の未受診者のうち、特定健康診査

受診券を発行した方に対して、事業所を経由(事

業主と協同)して被保険者あての受診勧奨通知書

を送付します。 

 

（２）被保険者の検査結果が未登録の場合は、提出し

ていただくよう督促させていただきます。 

 

 

 

（１） ４０歳未満の被保険者の定期健康診断結果の提

出については、健保法等において、令和４年１

月より事業所からの提供が定められています。

定期健康診断の結果を提出いただくことで、本

人がマイナポータルにて定期健康診断の結果を

確認することができます。 

 

（１） 特定健康診査の健診結果に基づき、腹囲等の数

値と血糖、脂質、血圧の数値が一定以上となる

項目の等の数の組み合わせによって、特定保健

指導のレベルを判定します。 

（２） レベルによって、動機付け支援と積極的支援に

区分しつつ、委託業者による生活習慣病の発生

予防・改善につなげる支援を実施します。 

① 動機付け支援 

・生活習慣の改善が必要で、改善の意思決定の 

支援を要する者 

② 積極的支援 

・生活習慣の改善が必要で、継続的できめ細や 

かな支援を要する者 

（３） 実施率の向上のため、事業所で初回面談等を取

り纏めることもできますので、ご希望の場合

は、お気軽にお声がけください。 

 

☜被扶養者の受診率の

向上が喫緊の課題で

す。受診勧奨へのご

理解とご協力をよろ

しくお願いします。 

☜健康経営の項目に該

当しますので、受診

率の向上にご協力く

ださい。 

 

☜当組合への提出は、

４０歳以上と同様に

ＸＭＬデータでご提

供ください。 

 

 

 

☜当組合から事業所経

由で、実施者を募集

します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

☜当組合より連絡のあ

った一時中断者への

再開勧奨もよろしく

お願いいたします。 

 



 

マニュアルコード ３－８－１－１ 版数 １.０版 更新日 2026/8/1 

タイトル その他の保健事業 
申

請 

紙 磁気媒体 電子申請 

－ － － 

 

見出し 内容 特記事項 

１．保健事業の

概要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．対象者等 

 

 

 

３．実施時期等 

（１）医療費通知の送付 

・１年分の医療費の利用状況をまとめた通知 

（２）重症化予防を目的とした受診勧奨通知の送付 

・健診結果により糖尿病、高脂血症及び脂質異

常が疑われ、医療機関を未受診となっている

方に対する受診勧奨 

（３）ジェネリック医薬品（後発医薬品）の利用促進

に向けたお知らせの送付 

・使用中の薬を変更することで、医療費が一定

額以上、安くなる方に対する通知 

（４）適正服薬に向けた通知の送付 

・服用している薬の数や種類の多い方、また

は、飲み合わせや長期服用により注意が必要

な薬がある方に対する適正服薬に関する通知 

 

当組合ホームページをご確認ください。 

掲載場所：Ｈｏｍｅ＞健康づくりのための事業 

     「お知らせの送付について」 

 

（１）医療費通知の送付 

   ・２月下旬 

（２）重症化予防を目的とした受診勧奨通知の送付 

   ・１０月下旬及び２月上旬の２回 

（３）ジェネリック医薬品（後発医薬品）の利用促進

に向けたお知らせの送付 

   ・年４回 

（４）適正服薬に向けた通知の送付 

   ・１０月下旬 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



マニュアルコード ４－１－１－１ 版数 １.０版 更新日 2026/8/1 

タイトル  担当者変更時の連絡方法 
申

請 

紙 電子媒体 電子申請 

✕ ✕ ✕ 

 

見出し 内容 特記事項 

１． 契機 

 

 

 

 

 

 

 

２． 連絡方法 

 

 

３． 連絡内容 

 

 

 

 

 

 

４． 注意事項 

 

 

 

（１） 当組合が把握している次の方が変更（退職）と

なるとき 

① 事務担当者 

② 組合会議員 

③ 健康管理事業推進委員 

 

 

 

（１） 当組合の担当者あてにメールにてご連絡をお願

いします。 

 

（１） ご連絡いただく内容については、次の情報を記

載してください。 

① 担当内容及び氏名 

② 変更年月日 

③ 変更の理由 

④ 後任予定者の氏名（未定の場合はその旨） 

 

（１） 組合会議員及び健康管理事業推進委員が変更

（退職）した旨のご連絡をいただいた場合、ご

提出をお願いする書類がありますので、当組合

担当者よりあらためてご案内させていただきま

す。 

 

☜連絡期限などのルー

ルは特にありません

が、変更等の内容が

判明した場合は、速

やかにご連絡をお願

いします。 

☜関連１－１４－１ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

マニュアルコード ４－１－２－１ 版数 １.０版 更新日 2026/8/1 

タイトル マイナポータルでの医療費通知情報の見方 
申

請 

紙 電子媒体 電子申請 

－ － － 

 

見出し 内容 特記事項 

１． 医療費通知

情報につい

て 

 

 

 

 

 

 

 

２． マイナポー

タルでの確

認方法 

 

（１） 毎月１１日に前々月診療分の医療費通知情報が

更新されます。 

 

 

 

（２） 確定申告に利用するための１年間分（申告年分

の１月から１２月）の医療費通知情報は、例

年、原則２月９日に一括で取得可能となりま

す。 

 

（１） 別紙「マイナポータルでの医療費通知情報の確

認方法」の手順に従い、ご確認ください。 

（２） ご家族の医療費通知情報を確認したい場合は、

マイナポータルで代理人の登録が必要です。 

別紙「（参考）マイナポータルにおける代理人の

登録」の手順に従い、ご登録ください。 

 

☜医療機関等から当組

合への請求が遅れて

いるなど、内容が定期

に更新されない場合

もあります。 

 



マイナポータルでの医療費通知情報の確認方法

①　マイナポータルアプリを開いてログインしホーム画面を開く

　［ホーム画面］の下部までスクロールし［その他のわたしの情報］をタップ

②　画面遷移した先で［健康・医療］をタップ

④　取得する情報の選択の［情報の内容］で［健康・医療］/［医療費通知情報］を選択

⑤［表示対象日］で、医療費通知情報に表示したい期間の年月を入力し［表示する］をタップ

⑥［ＰＤＦをダウンロードする」をタップ

⑦　ダウンロードが完了するとお知らせが表示され、ダウンロードフォルダに保存される

→

① ② ③ ④

⑤

⑦

※機種によりレイアウトが異なる場合があります

⑥

③　画面下の［医療費通知情報］をタップ





 

マニュアルコード ４－１－３－１ 版数 １.０版 更新日 2026/8/1 

タイトル  書類の提出遅延時の取扱いについて 
申

請 

紙 電子媒体 電子申請 

－ － － 

 

見出し 内容 特記事項 

１． 概  要 

 

 

 

 

 

 

 

２． 契  機 

 

 

３． 届出の種類 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４． その他の 

注意事項 

 

（１）保険料に係る書類の提出遅延は、保険料額や保険

給付額に影響することから、適正な事務処理を実

施していくために、事業所からの提出が遅くなっ

た理由を確認します。 

（２）理由の確認は、次頁の「理由書」に記入しご提出

いただくか、提出いただく書類の余白に理由をご

記入いただくこととします。 

 

（１） 保険料に係る書類について、事由発生日より  

６０日を経過して提出するとき 

 

（１） 資格取得届 

（２） 資格喪失届 

（３） 月額変更届 

（４） 算定基礎届 

（５） 賞与支払届 

（６） 産前産後休業終了時標準報酬月額変更届 

（７） 育児休業等終了時標準報酬月額変更届 

（８） 介護保険適用除外該当・非該当届 

（９） 上記（１）～（８）の変更・訂正の届出 

・ただし、「理由欄」に理由が記入されている場 

合を除きます。 

 

（１） 書類の提出が遅くなったことにより、すでに給

付した金額が減額される場合があります。その

場合は、事業所を通じて被保険者に対して返納

依頼をしますので、被保険者に対して返納理由

や返納期日を守っていただくことをご説明くだ

さい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

☜関連１－２－１ 

☜関連１－６－１ 

☜関連１－９－１ 

☜関連１－８－１ 

☜関連１－７－１ 

☜関連１－１０－２ 

☜関連１－１１－２ 

☜関連１－１６－５ 

 

 

 

 

 

 

 



年 月 日

１．対象届書

２．提出が遅くなった理由

※保険料に係る届出を事由発生日より６０日経過して提出する際に同時にご提出ください。

※なお、ご提出いただいた書類の余白等に提出が遅くなった理由をご記入いただいた場合は、

　「理由書」は提出する必要はございません。

理　由　書

電 話 番 号 ：

担 当 者 名 ：

ＳＫ健康保険組合　御中

令和

以上

　提出が遅くなった理由について、下記のとおりご連絡します。

事業所記号：

事 業 所 名 ：

所 在 地 ：


